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平成２８年度 中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業 

（平成２８年度第２次補正予算） 

公募要領 

 

平成２８年１０月３日 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）は、「中堅・中小企業への橋渡

し研究開発促進事業」の公募を行います。 

本事業はＮＥＤＯの「課題設定型産業技術開発費助成金交付規程」に則り実施します（「課題設定型

産業技術開発費助成金交付規程」が変更された場合は、最新のものを用います。）。 

なお、本事業は、平成２８年度第２次補正予算成立後、速やかに事業を開始できるようにするため、

補正予算成立前に募集の手続きを行うものです（予算事業名：研究開発型ベンチャー企業等のイノベ

ーション創出支援事業）。 

また、平成 28 年度第２次補正予算の成立が前提であり、今後、内容等が変更になることもあります

のであらかじめご了承下さい。 

 

１．事業の目的等 

 

１－１．目的 

平成２６年６月２４日に閣議決定された「日本再興戦略」改訂２０１４では、新エネルギー・産業技

術総合開発機構において、技術シーズの迅速な事業化を促すため、新たなイノベーションの担い手

として期待されるベンチャーや中小・中堅企業等への支援の強化等の改革を推進すること、及びオ

ープンイノベーションを強力に推進するための環境整備が謳われています。 

また、平成２７年６月３０日に閣議決定された「日本再興戦略」改訂２０１５においては、技術シーズ

の橋渡しを受けた地域企業が事業化を通じてグローバルに成長し、その収益が研究資金へ還元さ

れ、更なる技術シーズの創出につながる好循環の仕組み（イノベーション・サイクル）の構築を目指

すとされています。 

そして、平成２８年６月２日に閣議決定された「日本再興戦略」改訂２０１６においては、地域イノベ

ーションの推進のため、地域の中堅・中小企業に対し、技術シーズを有する橋渡し研究機関との共

同研究の実施による新技術の実用化を促進するとされています。 

本事業では、中堅・中小・ベンチャー企業（以下「中小企業等」という。）及び組合等が橋渡し研究

機関から技術シーズの移転を受けてビジネスにつなげることや、中小企業等及び組合等が保有す

る技術を橋渡し研究機関の能力を活用して迅速かつ着実に実用化することを通じて、自社の技術力

向上や生産方法等の革新等を実現することを促進します。加えて、上述のような取組をＮＥＤＯが支

援することにより、橋渡し研究機関が積極的にその機能強化に取り組むことを促進します。 

 

（参考） 

「日本再興戦略」改訂2014－未来への挑戦－（平成２６年６月２４日閣議決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/honbun2JP.pdf 
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「日本再興戦略」改訂２０１５－未来への投資・生産性革命－」（平成２７年６月３０日閣議決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/dai1jp.pdf 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/dai2_3jp.pdf 

 

「日本再興戦略」改訂２０１６－第４次産業革命に向けて－」（平成２８年６月２日閣議決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_hombun1.pdf 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_hombun2.pdf 
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１－２．中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業（助成事業）の仕組み 

ＮＥＤＯは、「日本再興戦略」等において示された新産業の創出や既存産業の高付加価値化、働

く場の創出のために、中小企業等及び組合等が実施するイノベーションの促進に資する新規性・

革新性の高い実用化開発に係る助成対象事業を公募します。なお本事業の実施にあたっては、

「橋渡し研究機関」との共同研究等を必須とします。 
＜「橋渡し研究機関」について（詳細は６ページ参照）＞ 

（１） この事業における「橋渡し研究機関」の要件への該当の確認を希望する公的研究機関、大学又

は高等専門学校（以下「高専」という。）は、「平成２８年度『橋渡し研究機関』の確認申請要領」

に従い、確認申請書を郵送又は特定信書便で提出することが必要です。ただし、平成２７年度

に「橋渡し研究機関」の要件への該当の確認を受け、平成２８年３月に確認期間を更新している

公的研究機関又は大学及び平成２８年度に既に「橋渡し研究機関」の要件への該当の確認を

受けている公的研究機関、大学又は高専については、本要領に基づく申請は必要ありません。 

（２）ＮＥＤＯは、公的研究機関、大学又は高専からの確認申請について、要件への該当の確認を行

い、その結果を通知するとともに、確認された公的研究機関、大学又は高専については、事業者

の採択決定と同時にＮＥＤＯのホームページに公表します。 

 

＜「助成金交付申請書」について＞ 

（３）助成を希望する中小企業等又は組合等から、郵送又は特定信書便により助成金交付申請書を

提出していただきます。橋渡し研究機関との共同研究等は必須ですので、助成金交付申請書の

提出時に、共同研究等先となる公的研究機関、大学又は高専が「橋渡し研究機関」として確認を

受けていない場合には、助成金交付申請書の提出と同時に、共同研究等先となる公的研究機

関、大学又は高専から「橋渡し研究機関」の確認申請を提出して下さい（以下「同時申請」とい

う。）。なお、同時申請により「橋渡し研究機関」の確認申請を行う場合に、共同研究等先となる

公的研究機関、大学又は高専が「橋渡し研究機関」と確認されなかった際には、助成金交付申

請の要件が満たされず、不採択となることをご承知おき下さい。 

（４）ＮＥＤＯは、外部専門家よる評価及びＮＥＤＯ内の審査を経て採否を決定し、その結果を通知す

るとともに、採択者の名称等をホームページで公開します。 

（５）助成事業終了時に、採択された中小企業等又は組合等（助成事業実施者）から実績報告書を

提出していただきます。 

（６）ＮＥＤＯは、（５）の実績報告書に基づき精算払いを行うことを原則とします。ただし、概算払いの

必要があると認められる場合は、証拠書類により支払い実績が確認できる費用について概算払

いを行います。 
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２．助成事業の概要 

 

２－１．事業期間 

原則として、交付決定通知書に記載する事業開始の日から平成３０年２月２８日までとします。 

（事業開始は、平成２９年２月下旬を予定しています。平成２８年度と平成２９年度が事業期間とな

りますが、平成２８年度の事業期間はおよそ一か月程度となります。そのため、申請書作成にか

かる「別紙 助成事業経費内訳表」作成の際には、平成２８年度の経費は必ず事業開始から平成

２９年３月３１日までに検収及び支払いが完了するもののみを計上して下さい。） 

 

２－２．助成対象事業の分野 

助成事業としては、次の要件を満たすことが必要です。 

① 新産業の振興のためのイノベーションの創出に資する新規性・革新性の高い実用化開発で

あること。 

② 事業期間終了後、概ね３年以内に実用化が可能な具体的な計画を有すること。 

 

（注１）鉱工業技術に関する技術開発であること（原子力に係るものを除く。）。 

（注２）実証段階にあっても、技術開発要素があると認められるものについては、申請可能です。

（創薬等の開発で治験を実施する場合は第Ⅱ相まで申請可能です。）  

（注３）本事業において「実用化」とは、販売又はライセンスアウトにより収入が発生することをい

います。なお、創薬等の技術開発で治験を伴う場合は、計画した臨床試験が成功し、次

のフェーズの試験に移行することをもって実用化とみなします。 

（注４）事業期間中におけるサンプル出荷等（出荷先からの評価結果を当該技術開発に反映さ

せるために行うもの）については、原則、無償にて実施するものとします。  

 

２－３．助成対象事業者の要件及び助成対象となる開発体制 

（１）助成対象事業者の要件  

助成対象事業者（法人格を有する者に限る）として、次の①～⑦の全ての要件を満たすことが必

要です。 

① 日本に登記されている民間企業等であって、当該助成事業者が日本国内に本申請に係る

主たる技術開発のための拠点を有すること。 

（注）日本国内の法人格を有する者が助成事業者となる別の法人を設立する場合には、

交付申請時に法人設立準備中であることを証明する資料を提出するとともに、この公

募の採択決定直後に行う交付決定の時までに助成事業者が日本国内の法人格を有

することを条件として応募の対象とします。 

② 助成対象事業を的確に遂行するに足る技術的能力を有すること。 

③ 助成対象事業を的確に遂行するために必要な費用の調達に関し十分な経理的基礎を有す

ること。 

④ 助成対象事業に係る経理その他の事務について、的確な管理体制及び処理能力を有する

こと。 

⑤ 当該助成事業者が遂行する助成事業が、本事業の目的を達成するために十分に有効な研

究開発を行うものであること。 

⑥ 当該助成事業者が助成にかかる企業化に対する具体的計画を有し、その実施に必要な能

力を有すること。 

⑦ 以下の（ア）、（イ）又は（ウ）のいずれかの要件を満たす者であること。なお、資本金基準及
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び従業員基準は、申請者（連結ではなく、単体）が、申請書提出日において、上記の基準を

満たしていること。売上高基準は、申請者（連結ではなく、単体）が、申請書提出日の属する

事業年度の前事業年度において、上記の基準を満たしていること。 

（ア）中小企業基本法に定められている資本金基準又は従業員基準のいずれかを満たす中

小企業者（注１）に該当する法人であって、みなし大企業（注２）に該当しないもの。 

（イ）売上高１，０００億円未満又は従業員が１，０００人未満の企業（以下、「中堅企業」とい

う。）であって、みなし大企業に該当しないもの。 

(ウ)以下のⅰ）又はⅱ）のいずれかに該当する「中小企業者」又は「中堅企業」としての組合

等   

ⅰ）産業技術力強化法施行令第６条第１項第３号に規定する事業協同組合等（技術研

究組合等を含む）。なお、同号が規定する「中小事業主」は、「中小企業者又は中堅

企業」と読み替える。 

ⅱ）ⅰ）のほか、特別の法律により設立された組合及びその他連合会の要件について

は産業技術強化施行令第６条第１項第３号を準用する。なお、同号が規定する「中

小事業主」は、「中小企業者又は中堅企業」と読み替える。 

 

（注１）本事業において、「中小企業者」とは以下の資本金基準又は従業員基準のいずれかを満た

すものをいう。 

主たる事業として 

営んでいる業種 

資本金基準 

（資本の額又は出資の総額） 

従業員基準 

（常時使用する従業員の数※） 

製造業、建設業、運輸業及びそ

の他の業種（下記以外） 
３億円以下 ３００人以下 

 ゴム製品製造業（自動車

又は航空機用タイヤ及び

チューブ製造業並びに工

業用ベルト製造業を除く。） 

３億円以下 ９００人以下 

小売業 ５千万円以下 ５０人以下 

サービス業（下記３業種を除く） ５千万円以下 １００人以下 

 ソフトウェア業又は情

報処理サービス業 
３億円以下 ３００人以下 

旅館業 ５千万円以下 ２００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

※常時使用する従業員には、事業主、法人の役員、臨時の従業員（解雇予告不要者）を含まない。 

 

 （注２）本事業において、「みなし大企業」とは、中小企業者又は中堅企業であって、以下のいず

れかを満たすものをいう。 

・ 発行済株式の総数又は出資の総額の２分の１以上が同一の大企業（※）の所有に属し

ている企業 

・ 発行済株式の総数又は出資の総額の３分の２以上が、複数の大企業（※）の所有に属

している企業 

・ 大企業（※）の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の 2 分の 1 以上を占めている

法人 

 

（※）本事業において、「大企業」とは、事業を営むもののうち、中小企業者及び中堅企業
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を除くものをいう。ただし、以下に該当する者については、大企業として取り扱わない

ものとする。 

・ 中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 

・ 廃止前の中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する指

定支援機関（ベンチャー財団）と基本約定書を締結した者（特定ベンチャーキャピ

タル） 

・ 投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合 

 

（２）助成対象となる開発体制 

①助成事業者 

上記（１）の要件を満たす１者単独の申請を助成対象とします。２者以上からの連名申請

は助成対象となりません。 

② 共同研究等先となる「橋渡し研究機関」 

共同研究等先に「橋渡し研究機関」を含み、「橋渡し研究機関」が本助成事業において研

究開発の重要な役割を担うことが必須の要件です。「橋渡し研究機関」として共同研究等に

取り組む公的研究機関、大学又は高専は、「平成２８年度『橋渡し研究機関』の確認申請要

領」により、「橋渡し研究機関」の要件への該当確認の申請をして下さい（平成２７年度に「橋

渡し研究機関」として確認され、平成２８年３月に確認期間を更新している公的研究機関又は

大学及び平成２８年度に既に「橋渡し研究機関」の要件への該当の確認を受けている公的研

究機関、大学又は高専については前述の確認申請要領に基づく申請の必要はありませ

ん。）。 

中小企業等及び組合等からの助成金交付申請と同時に確認申請を提出された場合（以

下「同時申請」という。）、平成２９年２月下旬頃、助成金交付申請の採否と同時に、確認結果

を公表・通知いたします。公的研究機関、大学又は高専が同時申請の方法により申請した場

合に、公的研究機関、大学又は高専が「橋渡し研究機関」として確認されなければ、当該公

的研究機関、大学又は高専が「橋渡し研究機関」として参画することを想定している助成事業

の交付申請は、助成事業の要件を満たさないことになり、不採択となります。 

詳細は、「『橋渡し研究機関』の確認申請要領」をご確認下さい。 

 

２－４．助成率及び助成金の額 

（１）助成率は、次のとおりとします。 

助成率：２／３以内 

 
（２）助成金の額は、次のとおりとします。 

助成金の額：１億円以内（下限は１，５００万円）  ※１助成対象事業当たり 

（注）申請いただきました必要経費について個別に精査し、審査を行います。なお、採択された

場合であっても、審査の結果、経費の計上について変更が生じることがありますので、あ

らかじめご了承下さい。 

 

２－５．助成対象費用 

助成の対象となる費用は、本助成事業で実施する技術開発に直接必要な費用のうち、この事業

に専用として使用する（この事業以外にも使用するものは助成対象外です）機械装置等費、労務費、

その他経費及び共同研究費です。 

なお、本事業の助成金を交付される事業者は、研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分

かりやすく説明する活動（以下「国民との科学・技術対話」という。）に関する経費の計上が可能です。
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本事業において「国民との科学・技術対話」の活動を行う場合は、その活動の内容及び必要な経費

を申請書に記載して提出して下さい。本活動に係る支出の可否の判断については、技術開発活動

自体への影響等も勘案して行います。また、本活動を行った場合は、年度末の実績報告書等に活

動実績を盛り込んで報告して下さい。 

 

費目ごとの内容は次のとおりです。 

Ⅰ．機械装置等費 （生産設備は対象外） 

１．土木・建築工事費 

プラント等の建設に必要な土木工事及び運転管理棟等の建築工事並びにこれらに付帯する

電気工事等を行うのに必要な経費。 

２．機械装置等製作・購入費 

助成事業に必要な機械装置、その他備品の製作、購入、又は借用に要する経費。 

３．保守・改造修理費 

プラント及び機械装置の保守（機能の維持管理等）、改造（主として価値を高め、又は耐久性

を増す場合）、修理（主として現状に回復する場合）に必要な経費。 

 

 ※なお、建屋の建築工事費等、処分制限期間が長い資産を取得するための経費を計上す

る場合、その使用目的や使用期間の目途等を確認し、場合により修正を求めることがあり

ます。 

 

Ⅱ．労務費 

１．研究員費 

助成事業に直接従事する研究者、設計者及び工員等の人件費。 

 

２．補助員費 

助成事業に直接従事したアルバイト、パート等の経費（ただし、上記１．研究員費に含まれる

ものを除く）。 

※補助員単価は、補助員１人あたり 12,900 円／日を上限とする。また、法定福利費を負担

している場合は、14,950 円／日を上限とする。 

 

労務費は健保等級に基づく労務費単価を用いて算定して下さい。 

※健保等級に基づく労務費単価の考え方については、下記マニュアルの労務費の項目を

ご参照下さい。 

http://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/hojo_josei_manual_manual.html 
※本助成事業で使用する労務費の請求単位は「時間単位」のみとします。 

 

Ⅲ．その他経費 

１．消耗品費 

助成事業の実施に直接必要な資材、部品、消耗品費等の製作又は購入に要する経費。 

２．旅費 

①助成事業を実施するため特に必要とする研究員及び補助員の旅費、滞在費、交通費。 

②研究者以外の者に、助成事業の実施に必要な知識、情報、意見等の収集のための国内、

海外調査に要する経費で、旅費、滞在費、交通費。 

３．外注費 

助成事業の実施に必要なデータの分析及びソフトウェア、設計等の請負外注に係る経費。 
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４．諸経費 

上記の１～３のほか、助成事業の実施に直接必要な光熱水料、会議費、委員会費、通信料、

借料、図書資料費、通訳料、運送費、関税等の経費、学会等参加費。 

Ⅳ．共同研究費 

助成事業のうち、共同研究契約等に基づき申請者以外の「橋渡し研究機関」が行う研究開発に

必要な経費。当該経費の算定に当たっては、上記Ⅰ～Ⅲに定める項目に準じて行う。 

① この事業における「橋渡し研究機関」とは、ＮＥＤＯにより「橋渡し研究機関」の要件への

該当の確認を受けた国内の公的研究機関、大学又は高専をいいます。 

② 交付決定時における助成金総額の５０％未満を対象とします。 

③ 本費用を計上する場合は、費目別の内訳も提示していただきます。その際、以下の点に

ご留意下さい。 

・ 申請者の従業員を当該「橋渡し研究機関」に出向させる場合の当該出向者の労務費を、

この共同研究費の中に計上することはできません。 

・ 橋渡し研究機関が購入する機械設備等の費用をこの共同研究費の中に計上することは

できますが、この場合は、「当該設備の処分制限の期間は、当該設備を助成金の交付の

目的に則り使用する」旨の文言を共同研究契約等に挿入して下さい。 

・ 「橋渡し研究機関」において発生する本事業の直接経費の１０％（大学は１５％）を上限と

して間接経費も助成対象とします。 

 

２－６．公募及び助成事業のスケジュール 

 

※次ページ参照 

  



（別添）平成２８年度及び２９年度のスケジュール

年度

暦年

月 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

中間検査は助成事業の進捗等に応じて実施時期を設定します。

9
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機
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助
成
金
交
付
申
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及
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（
同
時
申
請
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受
付
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了

【申請手続き】

①公的研究機関等による橋渡し研究機関としての確認申請

→①の手続きにより、橋渡し研究機関の要件に該当するか確認を受けてください。

→平成２７年度に「橋渡し研究機関」として確認され、平成２８年３月に確認期間を

更新している機関及び平成２８年度に既に「橋渡し研究機関」の要件への該当

の確認を受けている機関が参画する場合は、①の手続きなしで、共同研究等

先として、助成事業に参画ができます。

②中小企業等及び組合等（事業実施者）による助成事業への公募申請

→②の手続きにより、助成金の交付申請書を提出してください。

→共同研究等先となる橋渡し研究機関の名称を申請書に明記してください（①の

手続きにより申請中の公的研究機関等を共同研究先として記載することも

可能です。）。
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（
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申
請
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の
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究
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関
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申
請
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請
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始
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認

【
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成
事
業
に
参
画
】

【【助
成
金
の
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請
書
と
と
も
に
、

橋
渡
し
研
究
機
関
の
確
認
申
請
を
提
出
】

事
業
終
了

年
度
末
中
間
検
査



 

10 
 

３．予算 

 

３－１．予算規模 

８．０億円（一般会計） 

  状況によっては、他予算からの流用がある場合があります。 

なお、助成金は審査の結果及び国の予算の変更等により申請額から減額して交付することが

あります。 
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４．助成事業の選定について 

 

４－１．選定方法 

ＮＥＤＯは、（１）一次審査（外部専門家による書面審査等）の評価上位者に対し（２）二次審査（外

部専門家による審査委員会等）を行い、その後（３）契約・助成審査委員会を経て、助成する事業を

選定し採択します。また、助成事業者の技術開発体制が国の政策に沿ったものであるかについても

評価されます。なお、選定に際して（２）二次審査（外部専門家による審査委員会等）においては、事

業者から申請内容のプレゼンテーションを行っていただきます。 

 

（１）一次審査及び（２）二次審査 

外部専門家が、評価項目（４－２．審査事項）に従って書面及び審査委員会等において技術評

価及び事業化評価を行います。また、公募期間中に評価者候補の所属及び氏名を、ＮＥＤＯのホ

ームページ上に公開します。 

応募する事業案件に関して、評価者候補を含め公正な評価が保証されないと申請者が判断す

る利害関係者（利害関係者の定義参照）がいる場合は、提出書類等の「添付資料５ 利害関係者

一覧」にその該当者の所属、氏名と理由を記載することができます。 

 

 

（３）契約・助成審査委員会 

ＮＥＤＯの役職員で構成する契約・助成審査委員会で、採択候補の案を審議し、採択する案件

を決定します。 

採択に至った場合でも、助成金の交付額は審査の結果及び予算等により申請額から減額して

交付決定することがあります。 

 

 

 

 

 

その他の事項 

ａ．評価者が申請案件と利害関係があるとＮＥＤＯが判断した場合、当該案件についての評価者

（委員）の評価は除外します。 

ｂ．評価及び審査は非公開で行われ、選定に係わるお問い合わせには応じられませんので、ご了

承下さい。 

ｃ．評価者への個別説明等の活動を行った場合は審査対象からの除外、交付決定の取り消し等

所要の措置を講じます。 

利害関係者の定義  

１ 規程 

ＮＥＤＯでは、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程（平成１５年度規程第６３号）（以下「規程」

という。）第２５条及び第３４条それぞれの第２項において、利害関係者を次のとおり規定していま

す。 

 【規程抜粋】 

２ 利害関係者の範囲は、次の各号に定める通りとする。 

一 審査を受ける者の配偶者、四親等内の血族、三親等内の姻族若しくは同居の親族にある者 

ニ 審査を受ける者と大学・研究機関において同一の学科・研究室等又は同一の企業に所属して

いる者 

三 審査を受ける者が提案する課題の中で研究分担者若しくは共同研究者となっている者又はそ

の者に所属している者 

四 審査を受ける者が提案する課題と直接的な競争関係にある者又はその者に所属している者 

五 その他機構が利害関係者と判断した者 
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４－２．助成対象事業の審査 

助成対象事業の採択に際しては、次の視点から審査します。 

① 事業の要件及び事業者の要件に関する審査 

「２－２．助成対象事業の分野」、「２－３．助成対象事業者の要件及び助成対象となる開発体制」

及び「７．禁止事項及び不正防止について」に記載されている要件に適合しているかを審査しま

す。本要件に適合していないと判断された場合は、以下の評価対象とならない場合があります。 

 

②技術、事業化及び政策意図に関する審査の基準 

提案された技術開発テーマについて、以下のⅰ）～ⅲ）の項目に関して審査します。 

ⅰ）技術に関する評価項目 

項目 審査基準 

基となる研究開発の有無 ・提案の実用化開発の基となる技術開発の成果（実験データ

等）が明確に示されていること。また、提案の実用化開発の

シーズについて基礎的な検討が十分に行われていること。 

技術の新規性及び目標設定

レベルの程度 

・新規性のある技術であって、国際的に見ても目標設定のレ

ベルが相当程度高いこと。 

特許・ノウハウの優位性 ・申請者（企業）が開発商品に関する優位性のある特許及び

ノウハウを保有していること。あるいは、大学等の共同研究

先や協力企業等からのライセンス供与が確実であること。 

目標、課題、解決手段の明確

性 

・本事業における目標値、技術課題及び解決手段が明確で

あること。 

費用対効果 ・研究計画に要する費用（助成金の使用計画）が適切であ

り、費用対効果（助成金額と得られる事業化効果など）が高

く、助成規模に応じて効果（社会的必要性など）が十分に期

待できること。 

研究計画の妥当性 ・予定期間内に計画された技術的課題が解決される可能性

が高いこと。 

 

ⅱ）事業化に関する評価項目 

項目 審査基準 

新規市場創出効果 ・当該研究成果の広汎な製品・サービスに利用の可能性

が大きく、新規産業の開拓等に貢献するものであること。

市場規模を判断材料とし、その際に助成金額（全期間）を

考慮。 

市場ニーズの把握 ・市場ニーズを具体的に把握（ユーザーとの接触、市場調査

等）していると共に、それを反映させた開発目標の設定がなさ

れていること。 

開発製品・サービスの優位性 ・市場ニーズを踏まえて、開発した製品・サービスが競合製品

等と比較して優位（性能、価格等）であること。将来の市場に

おいて相当の占有率が期待できること。 

事業化体制 ・技術開発体制のみではなく、事業化をするために適切な体

制（金融機関等（ベンチャーキャピタル等）や採用予定先（取

引先）等との連携等）となっていること。 

事業化計画の信頼性 ・事業期間終了後概ね３年以内に実用化が達成される可能

性が高いことを示す具体的かつ的確な事業化計画を提案し、
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予想されるリスク（市場変動、技術変革等）などへの対策が

盛り込まれていること。 

 

ⅲ）政策意図に関する評価項目 

項目 審査基準 

「橋渡し研究機関」との連携に

よる効果 

・「橋渡し研究機関」との共同研究等により、自社単独では成

し得ないイノベーションの創出への貢献が見込まれること。 

地域経済活性化への貢献 ・地域資源を活用し技術開発が実施されることにより、地域

経済の活性化への貢献が特に見込まれること。 

海外展開への期待 ・海外市場獲得を目指した積極的な事業展開が期待できるこ

と 

事業者の新規性 ・公募締切日において設立１０年以内の企業であること。 

（設立１１年を超える企業も申請可能） 

過去にＮＥＤＯ等が実施した

事業との関連 

・ＮＥＤＯ等が実施した技術開発事業の成果を活用したもので

あり、当該助成事業の実施により、その成果の実用化が加速

すると認められること。 

金融機関等からの推薦 ・金融機関等（ベンチャーキャピタル等）から推薦を受けてい

ること。 

採用予定先（取引先）等から

の推薦 

・採用予定先（取引先）等から推薦を受けていること。 

 
 

③助成金の交付先に関する選考基準  

助成金の交付先は、次の基準により選考するものとする。 

ⅰ）助成金交付申請書又は申請書の内容が次の各号に適合していること。 

ア．助成事業の目標が機構の意図と合致していること。 

イ．助成事業の方法、内容等が優れていること。 

ウ．助成事業の経済性が優れていること。 

ⅱ）助成事業における助成事業者の遂行能力が次の各号に適合していること。 

ア．関連分野における事業の実績を有していること。 

イ．助成事業を行う人員、体制が整っていること。 

ウ．助成事業の実施に必要な設備を有していること。 

エ．経営基盤が確立していること。 

オ．助成事業の実施に関してＮＥＤＯの必要とする措置を適切に遂行できる体制を有している

こと。 

 

４－３．助成金交付申請に対する採否の決定の通知 

・ 採否結果の通知時期は、平成２９年２月中旬を予定しています。 

・ 審査の内容によって、実施内容や助成対象経費の変更等が「採択の条件」となる場合があ

ります。「採択の条件」に不服がある場合は申請を取り下げることができます。 

・ 採択された事業については、上記の条件等を実施事業の内容に反映するなど、必要な調整

を行ったのち、２月下旬を目途に、ＮＥＤＯから申請者に交付決定通知を発出します。 

・ 不採択の場合も、評価結果を添えて、その旨後日通知します。 
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５．採択事業について 

 

５－１．申請内容の公表 

採択された事業にあっては、申請者の企業名、助成事業の名称、助成事業の概要及び共同研究

等先となる橋渡し研究機関を公表します。また、確認された橋渡し研究機関についても、申請機関

の名称を公表します。 

 

５－２．交付決定の取り消し 

申請内容の虚偽、助成金の重複受給等が判明した場合、交付決定後であっても交付決定を取り

消し、助成金の返還請求、罰則の適用が行われることがあります。 

また、助成金の交付にあたって付された条件に従い報告書の提出義務等が果たされない場合、

助成金交付後であっても交付規定に基づき、交付決定を取り消し、助成金の返還請求、罰則の適用、

また、企業名の公表等が行われることがあります。  

 
５－３．助成金の支払い 

本事業における助成金の交付は、助成期間終了後に提出していただく実績報告書に基づき、精

算払いを行うことを原則としています。ただし、必要があると認められる場合は、証拠書類により支払

い実績が確認できる費用について概算払いを行います。 

 

５－４．取得財産の管理 

（１）本事業における取得財産の所有権は助成事業者にありますが、これを処分しようとするときは、

あらかじめＮＥＤＯの承認を受ける必要があります。 

※助成事業により取得した機械等の財産又は効用の増した財産については、助成事業の完了

後においても処分制限期間内については善良なる管理者の注意をもって管理し、助成金の

交付の目的に従って効果的運用を図ることとなっており、ＮＥＤＯが別に定める期間内に当該

資産を助成金の交付の目的外（他研究への転用、商用生産、廃棄、売却等）に使用する時は、

事前に承認を受ける必要があります。なお、当該資産を処分（目的外使用）することにより収

入金があった時は、ＮＥＤＯの請求に応じ収入金の一部を納付しなければならない場合があ

ります。他研究への転用、商用生産、廃棄等の場合は、原則として残存簿価を収入金とみな

します。 

 

（２）ＮＥＤＯでは、処分制限取得財産等を補助目的たる事業の遂行に支障を来さない範囲で、一時

的に（当該年度を超えない範囲で）行う転用又は貸付けを行う場合、経済産業省通達「補助事業

等により取得し又は効用の増加した財産の処分等の取扱いについて」に準じた取扱いを行いま

す（詳細は以下ＵＲＬを参照して下さい）。 

http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/org_daijin_kaikei2.html 

  

（３）本助成金で取得した固定資産等に関しては、圧縮記帳を適用することが可能です。 

（注）圧縮記帳：新たに取得した固定資産の帳簿価格を助成金相当額だけ減額、つまり圧縮して記帳

することによって圧縮した減額分だけ損金に算入し、益金の額と相殺的な効果をもたせることに

より直接的な課税が生じないようにする制度です。なお、詳細は税務署・税理士等に確認して下

さい。 
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５－５．産業財産権の届出 

助成事業者は、助成事業に基づく発明、考案等について産業財産権等を事業期間又はその終

了後５年以内に出願、取得、譲渡もしくは実施権を設定した場合には、ＮＥＤＯに届出書を提出する

必要があります。 

 

５－６．本事業で得られた成果の発表の取り扱いについて 

（１）本事業の成果、実用化・製品化に係る発表又は公開（取材対応、ニュースリリース、製品発表等）

を実施する際は事前にＮＥＤＯに報告をして下さい。特に記者会見・ニュースリリースについては

事前準備等を鑑み原則公開の３週間前に報告を行うものとします。 

（２）報告の方法は、文書によるものの他、電子媒体（電子メール等）による通知を認めます。その際、

ＮＥＤＯからの受領の連絡をもって履行されたものとします。 

（３）公開内容についてＮＥＤＯと事業者は内容を調整・合意のもと、協力して効果的な情報発信に努

めて下さい。 

（４）前項目に基づき発表又は公開する場合において、特段の理由がある場合を除き、記載例を参考

にしてその内容がＮＥＤＯ事業の成果として得られたものであることを明示して下さい。なお、そ

の場合には、ＮＥＤＯの了解を得てＮＥＤＯのシンボルマークを使用することができます。 

 

【発表前又は公開する場合の記載例】 

「この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の事業にお

いて得られたものです。」 

 

【事業化等について発表又は公開する場合の記載例】 

「これは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の事業において得

られた成果を（一部）活用しています。」 

 

５－７．事業期間終了後 

（１）事業期間の終了年度の翌年度以降５年間は、毎年、実用化状況報告書をＮＥＤＯに提出してい

ただきます。 

 

（２）事業期間終了後の収益納付について、下記に留意して下さい。 

① 実用化状況報告書により、助成事業の実施結果の実用化、産業財産権等の譲渡又は実施

権の設定及び助成事業の実施結果の他への供与による相当の収益が認められたときは、

原則、その収益の一部をＮＥＤＯに納付していただきます。 

② 収益納付額の合計は、助成金の確定額を上限とします。 

③ 収益納付すべき期間は、事業期間の終了年度の翌年度以降５年間とします。 

④ 収益額が少額な場合（収益納付期間単年度換算した助成金確定額の１％未満）は、収益納

付対象外とします。また、助成事業者の経常収支が赤字となる場合は、ＮＥＤＯは納付につ

いて猶予する場合があります。 
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なお、詳細は「課題設定型産業技術開発費助成事業」事務処理マニュアルに依ります。 

 

 （３）事業期間終了後適切な時期に、技術開発目標の達成度合い、今後の事業化の可能性等を確認

するため、終了事業者評価委員会を開催します。助成事業者の皆様には資料の作成及びプレ

ゼンテーションを行っていただきます。 

  

納付額の算出式 

 

納付額 ＝ ①助成事業に係る当該年度収益額  × ②助成金寄与度 

ただし、 

① 助成事業に係る当該年度収益 

……損益計算書(P/L)上の営業利益 × （助成事業対象部分売上÷売上高） 

② 助成金寄与度 ＝ 助成金確定額の 1/5 ÷ 各年度に要したコスト 

   （助成寄与度＝助成金確定額／助成対象費用の考え方も可） 
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６．申請の手続き等 

 
６－１．府省共通研究開発管理システム（e-Rad）による申請 

（１）府省共通研究管理システム（e-Rad）への登録 

本事業への申請は、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（※１）への申請手続きと、 

ＮＥＤＯへの申請書類の提出の両方の手続きが必要となります。このe-Radによる申請手続きを行

わないと本事業への申請ができませんので、ご注意下さい。 

 

（※１）府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について 

各府省が所管する競争的資金制度を中心として研究開発管理に係る一連のプロセスをオン

ライン化する府省横断的なシステムです。 

「e-Rad」とは、府省共通研究開発管理システムの愛称で、Research and Development （科学

技術のための研究開発）の頭文字に、Electric（電子）の頭文字を冠したものです。「e-Rad」に

関しては、下記のＵＲＬを参照して下さい。システムの操作方法に関する問合せは、下記のヘ

ルプデスクにて受け付けます。  

○ e-Rad ポータルサイト http://www.e-rad.go.jp/ 

○ e-Rad 利用可能時間帯：平日、休日ともに0:00～24:00 

（国民の祝日及び年末年始も、上記のとおり利用可能。ただし上記サービス時間内であって

も、緊急のメンテナンス等により、サービスを停止する場合があります。）  

○ e-Rad ヘルプデスク  

電話番号： 0570-066-877 （フリーダイヤル） 、03-5625-3961（直通） 

受付時間：平日9:00～18:00 ※国民の祝日及び年末年始（12月29日～1月3日）を除く 

 

（２）手続きの概略 

以下、①～④の手続きのうち、①～②の手続は、既に所属研究機関及び研究代表者の登録を

終え、ＩＤを取得されている場合は不要です（③～④の手続きは必要です）。 

①所属研究機関の登録  

申請にあたっては、応募時までにe-Radに研究者が登録されていることが必要になります。

研究者の所属機関で１名、e-Radに関する事務代表者を決めていただき、事務代表者は

e-Radポータルサイトより研究機関登録申請書をダウンロードして、登録申請を行って下さい。

登録手続きに日数を要する場合がありますので、２週間以上の余裕をもって登録手続きをし

て下さい。 

※［システム利用にあたっての事前準備］のページをご覧下さい。 

（http://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html） 

 

② 研究者の登録  

研究代表者の登録を行い、研究者ＩＤ及びパスワードを取得して下さい 

 

③ 応募基本情報の入力と「応募内容提案書」の出力 

e-Radポータルサイトへログインし、研究代表者が公募件名に対する応募情報を入力の上、

「応募内容提案書」を印刷して下さい。（この印刷物はＮＥＤＯへの提出書類として必要になり

ます。） 
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④ 応募情報の確認と登録 

応募情報ファイルの内容に不備がないことを確認してから「確認・実行」ボタンをクリックし、登

録を完了して下さい。「確認・実行」ボタンを押さないとe-Rad上での登録が完了しません。 

 

【注意事項】 

・ 申請書類をＮＥＤＯへ提出する際には、e-Radに登録されている必要があります。申請の

前に十分余裕をもってご準備いただき、提出締切日までに登録を完了するようお願いい

たします。 

・ 提出締切日までにシステムの「受付状況一覧画面」の受付状況が「配分機関処理中」と

なっている必要があります。正しく操作しているにもかかわらず、提出締切日までに「配

分機関処理中」にならなかった場合は、e-Radのヘルプデスクまで連絡して下さい。 

・e-Radでの申請は、申請者のみ必要です。（共同研究先は必要ありません） 

 

６－２．助成金交付申請書類 

助成金を希望する事業者は、申請書様式を用いて下記の助成金交付申請書一式をＮＥＤＯに提

出して下さい。 

 
【提出書類】 

・助成金交付申請書 正１部（片面印刷） 

・助成金交付申請書 写し２０部（両面印刷） 

・助成金交付申請書 写しをＰＤＦファイル化したもの（ファイル名：「申請事業者名.pdf」（ＰＤＦファイ

ル））及び必要事項を記入した情報項目ファイル（H28_2 情報項目ファイル.xls（Excel ファイル））

をＣＤ－Ｒに保存したもの 

・宛先を明記した返送用封筒（８２円切手を貼付のこと）  
 

申請書類は、添付書類を含め、全てＡ４サイズとし、各部ごとに縦２穴パンチの上、左上をダ

ブルクリップでとめて下さい（ステープラー等で綴じたり、製本したりしないで下さい）。 

なお、提出された申請書類、添付資料等は返却しません。 

「H28_2 情報項目ファイル.xls（Excel ファイル）」には、府省共通研究開発管理システム

（e-Rad)で取得した、助成事業者の研究機関番号、研究開発代表者の研究者番号を記入す

る欄がありますので、必ず記入して下さい。 

 

 

【申請書類送付先】 

 〒２１２－８５５４ 

 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 ミューザ川崎セントラルタワー20 階 

 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

  イノベーション推進部 プラットフォームグループ 

橋渡し研究開発促進事業 申請窓口 宛 

ＴＥＬ：０４４－５２０－５１７５ 

 

６－３．申請書の様式 

助成金交付申請書等は、ＮＥＤＯのホームページ（公募情報のページ参照）からダウンロードする

ことができます。 

◎H28_2 公募要領【PDF】 
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◎H28_2 情報項目ファイル【Excel】 

◎H28_2 助成金交付申請書１【Word】  

◎H28_2 助成金交付申請書２【Excel】 

 

６－４．申請に関する注意 

（１）本助成事業は、共同研究等の相手先として「橋渡し研究機関」の参画が必須の要件ですが、２

者以上による連名申請は対象としておりません。 

（２）同一事業者が異なるテーマについて複数の応募をすることは可能ですが、採択されるテーマ数 

について制限させていただくことがあります。 

（３）採択に至った場合でも、助成金の交付額は審査の結果及び予算等により申請額から減額して 

交付決定することがあります。 

（４）申請書は日本語で作成して下さい。また、採択された場合の事業実施にあたっても、助成事業

者が作成する書面は日本語で作成していただきます（インボイスなどの取引先等から入手する書

面については英語も可としますが、和訳を添付して下さい。）。 

 

６－５．受付期間 

申請書の受付期間は次のとおりです。 

 
  ※ご参考：特定信書便について 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000348448.pdf 

 

持参での受付は行いません。また、受付期間を過ぎて到着したものは、審査対象とはなりません

のでご注意下さい。なお、申請書受理確認書を返送しますので、宛先を明記し８２円切手を貼付し

た返送用封筒を申請書一式にあわせてお送り下さい。 

書類に不備等がある場合は原則として審査対象とはなりませんので、申請書様式に従って記入

して下さい。様式に記載されている項目の変更はしないで下さい。 

同時申請をされる場合には、中小企業等又は組合等からの助成金交付申請書と、公的研究機

関、大学又は高専からの確認申請書の両方の提出を確認できたもののみ審査対象といたします。 

e-Rad の登録が無い場合には、審査対象となりませんので、ご注意下さい。 

  

平成２８年１０月３日（月）から平成２８年１２月１日（木）正午までに、 

郵送又は特定信書便で到着したものに限ります（必着） 
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６－６．問い合わせ先及び申請書送付先 

（１）申請に関する問い合わせ 

この公募内容に関するお問い合わせは、下記まで平日９：３０～１７：４５の間にご連絡下さい。 

 
（２）申請に関する相談 

申請に関する相談は、ＮＥＤＯイノベーション推進部 プラットフォームグループ以外にも以下の

場所において実施しています。（関西支部では、申請書の“受付”はいたしません。） 

 

６－７．公募説明会 

本事業の内容、申請にあたっての手続き等について、公募説明会を行います。ＮＥＤＯのホーム

ページをご覧下さい。申請資格として出席を義務付けるものではありませんが、可能な限り、ご参加

下さい。 

  

問い合わせ先・申請書送付先 
国立研究開発法人 新エネルギー･産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ） 
イノベーション推進部 プラットフォームグループ 橋渡し研究開発促進事業 担当 
〒２１２－８５５４ 
神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０  ミューザ川崎セントラルタワー  ２０階 
ＴＥＬ：０４４－５２０－５１７５ 
ＦＡＸ：０４４－５２０－５１７８ 
メールアドレス：hashiwatashi28@nedo.go.jp 

問い合わせ先 
ＮＥＤＯ 関西支部 事業管理部 
〒５３０-０００１ 
大阪府大阪市北区梅田３丁目３番１０号（梅田ダイビル６階） 
ＴＥＬ：０６－６３４１－５４０３ 
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７．禁止事項及び不正防止について  

 

７－１．本事業内の重複申請  

同一事業者が複数の申請をすることは可能です。 

 

７－２．重複助成の排除  

「申請者」、「共同研究等先」のいずれかに所属する研究者等において、「不合理な重複」及び「過

度の集中」が発生している場合は本助成事業の対象とせず、採択を行いません。 

 

① 同一の技術開発課題についてすでに他の助成金等を受けている場合、本事業への申請はで

きませんが、応募中の他の助成金等と同時に応募することは可能です（ただし下記②に留意

のこと）。 

② 応募時に、他府省を含む他の助成金等の応募・受入状況（制度名、申請者名、技術開発課題、

実施期間、予算額、エフォート等）の共通事項を応募書類に記載していただきます。なお、応

募書類に事実と異なる記載をした場合は、不採択、採択取消し又は減額配分とすることがあり

ます。 

③ 不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要な範囲内で、応募内容の一部を他府

省等、助成金担当課（独立行政法人である資金配分機関を含む。以下同じ。）に情報提供す

る場合があります。 

④ 不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要な範囲内で、応募（採択課題・事業）

内容の一部に関する情報を、府省共通研究開発システム（e-Rad）（※１）などを通じて、他府省

を含む他の競争的資金の担当部門に情報提供する場合があります。（また、他の競争的資金

制度におけるこれらの重複応募等の確認を求められた際に、同様に情報提供を行う場合があ

ります。） 

（注）「不合理な重複」とは、 

同一の申請者（研究者）による同一の技術開発課題（助成金が配分される技術開発の名

称及びその内容をいう。以下同じ。）に対して、複数の助成金が不必要に重ねて配分される

状態であって、次のいずれかに該当する場合をいう。 

○実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ。）の技術開発課題について、複

数の助成金に対して同時に応募があり、重複して採択された場合 

○既に採択され、配分済の助成金と実質的に同一の技術開発課題について、重ねて応

募があった場合 

○複数の技術開発課題の間で、技術開発費の用途について重複がある場合 

○その他これらに準ずる場合 

 

（注）「過度の集中」とは、 

一の研究者又は研究グループ（以下「研究者等」という。）に当該年度に配分される技術開

発費全体が、効果的、効率的に使用できる限度を超え、その研究期間内で使い切れないほ

どの状態であって、次のいずれかに該当する場合をいう。 

○研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合 

○当該技術開発課題に配分されるエフォート（研究者の全仕事時間に対する当該研究の

実施に必要とする時間の配分割合（％））に比べ、過大な技術開発費が配分されている

場合 

○不必要に高額な技術開発設備の購入等を行う場合 
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（※１）府省共通研究開発システム（e-Rad）に関しては、「６．申請の手続き等」を参照して下さい。 

なお、申請内容の虚偽、助成金の重複受給等が判明した場合、交付決定後であっても交付決定

を取り消し、助成金の返還請求、罰則の適用が行われることがあります。 

 

７－３．公的研究費の不正な使用及び不正な受給への対応  

公的研究費の不正な使用及び不正な受給（以下「不正使用等」という。）については、「公的研究

費の不正な使用等の対応に関する指針」（平成２０年１２月３日経済産業省策定。以下「不正使用等

指針」という。（※２）及び「補助金交付等の停止及び契約に係る指名停止等の措置に関する機構達」

（平成１６年４月１日平成１６年度機構達第１号。ＮＥＤＯ策定。以下「補助金停止等機構達」という。

（※３）に基づき、ＮＥＤＯは資金配分機関として必要な措置を講じることとします。あわせて本事業の事

業実施者も研究機関として必要な対応を行って下さい。 

本事業及び府省等の事業を含む他の研究資金において、公的研究費の不正使用等があると認

められた場合、以下の措置を講じます。 

（１）本事業において公的研究費の不正使用等があると認められた場合 

   ① 当該研究費について、不正の重大性などを考慮しつつ、全部又は一部を返還していただきま

す。 

② 不正使用等を行った事業者等に対し、ＮＥＤＯとの契約締結や補助金等の交付を停止します。 

（補助金停止等機構達に基づき、処分した日から最大６年間の契約締結・補助金等交付の停

止の措置を行います。） 

③ 不正使用等を行った研究者及びそれに共謀した研究者（善管注意義務に違反した者を含む。

以下同じ。）に対し、ＮＥＤＯの事業への応募を制限します。 

（不正使用等指針に基づき、不正の程度などにより、原則、当該研究費を返還した年度の翌

年度以降１～５年間の応募を制限します。また、個人の利益を得るための私的な流用が確認

された場合には、１０年間の応募を制限します。） 

④ 府省等他の資金配分機関に対し、当該不正使用等に関する措置及び措置の対象者等につい

て情報提供します。このことにより、不正使用等を行った者及びそれに共謀した研究者に対し、

府省等他の資金配分機関の研究資金への応募が制限される場合があります。また、府省等

他の資金配分機関からＮＥＤＯに情報提供があった場合も同様の措置を講じることがありま

す。他府省の研究資金において不正使用等があった場合にも①～③の措置を講じることが

あります。 

⑤ 不正使用等の行為に対する措置として、原則、事業者名（研究者名）及び不正の内容等につ

いて公表します。 

 

（２）「公的研究費の不正な使用等の対応に関する指針」（平成２０年１２月３日経済産業省策定）に

基づく体制整備等の実施状況報告等について 

本事業の（補助／契約）に当たり、各研究機関では標記指針に基づく研究費の管理・監査体

制の整備が必要です。 

体制整備等の実施状況については、報告を求める場合がありますので、求めた場合、直ち

に報告するようにして下さい。なお、当該年度において、既に、府省等を含め別途の研究資金

への応募等に際して同旨の報告書を提出している場合は、この報告書の写しの提出をもって

代えることができます。 

また、ＮＥＤＯでは、標記指針に基づく体制整備等の実施状況について、現地調査を行う場

合があります。 
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７－４．研究活動の不正行為への対応 

研究活動の不正行為（ねつ造、改ざん、盗用）については「研究活動の不正行為への対応に関す

る指針」（平成１９年１２月２６日経済産業省策定。以下「研究不正指針」という。（※４））及び「研究活動

の不正行為への対応に関する機構達」（平成２０年２月１日平成１９年度機構達第１７号。ＮＥＤＯ策

定。以下「研究不正機構達」という。（※５））に基づき、ＮＥＤＯは資金配分機関として、本事業の事業実

施者は研究機関として必要な措置を講じることとします。そのため、告発窓口の設置や本事業及び

府省等他の研究事業による研究活動に係る研究論文等において、研究活動の不正行為があると認

められた場合、以下の措置を講じます。 

 

（１）本事業において不正行為があると認められた場合 

① 当該研究費について、不正行為の重大性などを考慮しつつ、全部又は一部を返還していただ

くことがあります。 

② 不正行為に関与した者に対し、ＮＥＤＯの事業への翌年度以降の応募を制限します。 

（応募制限期間：不正行為の程度などにより、原則、不正があったと認定された年度の翌年度

以降２～１０年間） 

③ 不正行為に関与したとまでは認定されなかったものの、当該論文等の責任者としての注意義

務を怠ったことなどにより、一定の責任があるとされた者に対し、ＮＥＤＯの事業への翌年度以

降の応募を制限します。 

（応募制限期間：責任の程度等により、原則、不正行為があったと認定された年度の翌年度以

降１～３年間） 

④ 府省等他の資金配分機関に当該不正行為に関する措置及び措置の対象者等について情報

提供します。このことにより、不正行為に関与した者及び上記③により一定の責任があるとさ

れた者に対し、府省等他の資金配分機関の研究資金による事業への応募が制限される場合

があります。また、府省等他の資金配分機関からＮＥＤＯに情報提供があった場合も同様の

措置を講じることがあります。 

⑤ ＮＥＤＯは不正行為に対する措置を決定したときは、原則として、措置の対象となった者の氏

名・所属、措置の内容、不正行為が行われた研究資金の名称、当該研究費の金額、研究内

容、不正行為の内容及び不正の認定に係る調査結果報告書などについて公表します。 

 

（２）過去に国の研究資金において不正行為があったと認められた場合 

国の研究資金において、研究活動における不正行為があったと認定された者（当該不正行為

があったと認定された研究の論文等の内容について責任を負う者として認定された場合を含む。）

については、研究不正指針に基づき、本事業への参加が制限されることがあります。 

 

なお、本事業の事業実施者は、研究不正指針に基づき研究機関として規定の整備や受付窓

口の設置に努めて下さい。 

※２ 「不正使用等指針」についてはこちらをご参照下さい 

経済産業省ホームページ  
http://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu_kakushin/innovation_policy/pdf/shishin-shikin.pdf 

※３ 「補助金停止等機構達」についてはこちらをご覧下さい 

ＮＥＤＯホームページ http://www.nedo.go.jp/content/100103875.pdf 
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７－５．ＮＥＤＯにおける研究不正等の告発受付窓口 

ＮＥＤＯにおける公的研究費の不正使用等及び研究活動の不正行為に関する告発・相談及び

通知先の窓口は以下のとおりです。 

 

  

※４ 研究不正指針についてはこちらをご参照下さい 

経済産業省ホームページ http://www.meti.go.jp/policy/innovation_policy/shishin.pdf  

※５ 研究不正機構達についてはこちらをご参照下さい 

ＮＥＤＯホームページ http://www.nedo.go.jp/content/100103881.pdf 

通知先 

ＮＥＤＯ 検査・業務管理部 

〒２１２－８５５４ 

神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０ ミューザ川崎セントラルタワー１６階 

ＴＥＬ：０４４－５２０－５１３１ 

ＦＡＸ：０４４－５２０－５１３３ 

メールアドレス helpdesk-2@ml.nedo.go.jp 

ホームページ http://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/kokuhatu_index.html 

（電話による受付時間は、平日：9時30分～12時00分、13時00分～18時00分です。） 
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８．その他 

 

８－１．中小企業技術革新制度（ＳＢＩＲ）  

本助成金は、中小企業技術革新制度（ＳＢＩＲ）において、「特定補助金等」の指定を受ける予定で

す。本助成金を交付された中小企業については、その成果を利用した事業活動を行う際に、信用保

証協会による債務保証枠の拡大、担保と第三者保証人が不要な特別な債務保証枠の新設、中小企

業投資育成株式会社法による投資対象拡大等、特例の支援措置を受けることができます。 

 

８－２．新輸出大国コンソーシアム  

新輸出大国コンソーシアムは、公的機関や地域金融機関、商工会議所など国内各地の支援機

関が、JETRO や海外展開に知見のある専門家等と協力し、環太平洋パートナーシップ（TPP)合意

を契機に海外展開を目指す中堅・中小企業等を支援する枠組みです。 

本助成金は、新輸出大国コンソーシアムの関連施策のひとつとして位置づけられており、本助成

金で開発する技術や製品の販売先として海外市場を見据えている場合は、新輸出大国コンソーシ

アムが設置するコンシェルジュ等のアドバイス、支援を受けることが可能です。（必須の要件ではあ

りません。また、コンシェルジュ等で判断できない場合もありますので、ご了承下さい。）。 

新輸出大国コンソーシアムの詳細については、以下の URL からご覧いただけます。 

https://www.jetro.go.jp/jetro/activities/support/consortium.html 

コンシェルジュにコンタクトしたい場合は、独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）内に設置

する新輸出大国コンソーシアム事務局までご連絡下さい。 

 

 
８－３．申請情報の管理 

（１）提出物の管理  

提出された申請書等は、助成事業の審査のために使用します。このため外部専門家に提出

書類等を郵送等にて送付し、審査終了後は、ＮＥＤＯが回収します。申請者に対し提出物の返却

はいたしません。 

 

（２）申請情報の公表 

採択された事業にあっては、申請者の企業名、助成事業の名称、助成事業の概要及び共同

研究等先となる橋渡し研究機関の名称を公表します。 

不採択の場合は、申請者の企業名、事業の名称及び事業の概要を含めて提出書類等の内

容は原則として公表いたしません。ただし、他府省等、助成金担当課からの依頼・問い合わせ等

に対して、その依頼・問い合わせ等が妥当と認められた場合は、使用目的を限ってその機関に

申請者の企業名、事業の名称及び事業の概要等を知らせることがあります。 

 

新輸出大国コンソーシアム事務局 

  

  ＴＥＬ：０１２０－９５－３３７５（サポート・ホットライン） 

  E-mail：conso-support@jetro.go.jp   

住所：東京都港区赤坂１－１２－３２ アーク森ビル６階 
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８－４．個人情報について 

 提出物等により取得した個人情報の取扱いは以下のとおりとします。 

（１）審査及び審査に関係する説明会等のご案内、資料送付等に利用します。 

（２）審査後の通知及び関係する説明会のご案内、資料送付等に利用します。 

（３）ＮＥＤＯが開催する成果報告会、セミナー、シンポジウム等のご案内、資料送付等に利用するこ

とがあります。 

（４）特定の個人を識別しない状態に加工した統計資料等に利用することがあります。 

（５）上記の利用目的以外で利用することはありません。（ただし、法令等により提供を求められた場

合を除きます。） 

 

８－５．情報公開について 

e-Rad に登録された各情報（プロジェクト名、応募件名、研究者名、所属研究機関名、予算額及び

実施期間）及びこれらを集約した情報は、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」

（平成１３年法律第１４０号）第５条第１号イに定める「公にすることが予定されている情報」として取

り扱われます。 
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平成２８年度 

中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業 

（平成２８年度第２次補正予算） 

 

＜別添集＞ 
 

 

 

（別添１）技術キーワード（分野別） 

（別添２）専門学術分野キーワード 
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（別添１） 
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（別添２） 

専門学術分野キーワード 
 ＜電気・機械関連＞  ＜化学関連＞  ＜農学関連＞

101 エレクトロニクス実装学会 301 化学工学会 501 日本植物学会

102 静電気学会 302 高分子学会 502 日本植物細胞分子生物学会

103 電気化学会 303 触媒学会 503 日本植物病理学会

104 電気学会 304 石油学会 504 日本植物生理学会

105 電気設備学会 305 石油技術協会 505 日本農芸化学会

106 電子情報通信学会 306 セルロース学会  

107 日本リモートセンシング学会 307 繊維学会  

108 プラズマ・核融合学会 308 日本化学会  ＜建設関連＞

109 計測自動制御学会 309 日本吸着学会 601 地盤工学会

110 システム制御情報学会 310 日本ゴム協会 602 土木学会

111 自動車技術会 311 日本生化学会 603 日本音響学会

112 精密工学会 312 日本接着学会 604 日本建築学会

113 砥粒加工学会 313 日本分子生物学会 605 日本コンクリート工学協会

114 日本機械学会 314 日本分析化学会 606 日本地震学会

115 日本顕微鏡学会 315 日本ペプチド学会 607 日本都市計画学会

116 日本高圧力学会 316 日本放射光学会  

117 日本航空宇宙学会 317 有機合成化学協会  

118 日本熱物性学会   

119 日本燃焼学会   ＜情報関連＞

120 日本冷凍空調学会  ＜医学・バイオ関連＞ 701 映像情報メディア学会

121 日本ロボット学会 401 日本アレルギー学会 702 情報処理学会

122 溶接学会 402 日本医学放射線学会 703 日本ソフトウェア科学会

123 レーザー学会 403 日本育種学会 704 日本バーチャルリアリティ学会

124 日本トライボロジー学会 404 日本遺伝学会 705 人工知能学会

 405 日本遺伝子治療学会  

 406 日本ウイルス学会  

 ＜材料・物理関連＞ 407 日本エアロゾル学会  ＜エネルギー・環境関連＞

201 軽金属学会 408 日本衛生学会 801 エネルギー・資源学会

202 資源・素材学会 409 日本癌学会 802 資源エネルギー学会

203 ナノ学会 410 日本癌治療学会 803 水素エネルギー協会

204 日本液晶学会 411 日本外科学会 804 日本エネルギー学会

205 日本希土類学会 412 日本獣医師会 805 日本ガスタービン学会

206 日本金属学会 413 日本再生医療学会 806 日本原子力学会

207 日本結晶学会 414 日本細胞生物学会 807 日本太陽エネルギー学会

208 日本材料学会 415 日本磁気共鳴医学会 808 日本風工学会

209 日本セラミックス協会 416 日本循環器学会 809 日本風力エネルギー協会

210 日本塑性加工学会 417 日本神経回路学会 810 環境科学会

211 日本鋳造工学会 418 日本神経科学学会 811 環境資源工学会

212 日本複合材料学会 419 日本人工臓器学会 812 環境バイオテクノロジー学会

213 日本膜学会 420 日本人類遺伝学会 813 空気調和・衛生工学会

214 表面技術協会 421 日本整形外科学会 814 大気環境学会

215 プラスチック成形加工学会 422 日本生態学会 815 日本気象学会

216 粉体工学会 423 日本生物工学会 816 日本水環境学会

217 粉体粉末冶金協会 424 日本生物物理学会 817 水文・水資源学会

218 無機マテリアル学会 425 日本生理学会 818 日本地熱学会

219 日本 MRS 426 日本蛋白質科学会 819 廃棄物学会

220 日本レオロジー学会 427 日本超音波医学会

221 応用物理学会 428 日本糖質学会  

222 低温工学・超電導学会 429 日本透析医学会  ＜その他＞

223 低温工学協会 430 日本内科学会 901 研究・技術計画学会

224 日本応用磁気学会 431 日本脳神経外科学会 902 日本海洋学会

225 日本伝熱学会 432 日本バイオマテリアル学会 903 ゼオライト学会

226 日本物理学会 433 日本発生生物学会 904 日本経営工学会

227 日本分光学会 434 日本微生物生態学会 905 日本食品科学工学会

228 物理探査学会 435 日本病理学会 906 日本水産学会

229 日本 AEM学会 436 日本免疫学会 907 日本生産管理学会

230 日本鉄鋼協会 437 日本薬学会 908 日本地球化学会

231 炭素材料学会 438 日本薬理学会 909 日本畜産学会

 439 日本リハビリテーション医学会 910 日本地質学会

 440 日本リハビリテーション工学協会 911 日本天文学会

 441 日本レーザー医学会 912 日本土壌肥料学会

 442 バイオインダストリー協会 913 日本人間工学会

 443 バイオメカニズム学会 914 日本表面科学会

 444 日本細菌学会 915 日本油化学会

 445 日本エム・イー学会 916 腐食防食協会

 446 日本 DDS学会

 447 日本生化学会  
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「平成２８年度 中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業」 

（平成 28 年度第２次補正予算） 

 

申請書作成にあたって 
 
 

 
 

（提出にあたって、本ページは削除して下さい） 
 

総括的注意 
 

注１．申請書は、添付書類を含め、全てＡ４サイズとして下さい。（会社案内等もＡ４サイズでない場

合は、Ａ４サイズにコピーして下さい） 

注２．各部（正本１部、写し２０部）ごとに左上をダブルクリップで止めて下さい（ステープラー等

で綴じたり、製本したりしないで下さい）。また全てに縦二穴パンチ穴をあけて下さい。 
注３．申請書の項目を削除しないで下さい。（ただし、本ページ及び次ページ以降青字イタリック体で

記入されている申請書の注意事項及び記載例は、削除して下さい） 
注４．特に注意がない場合は、項目間の行間は、適宜変更して下さい。 
注５．記入に際しては、簡潔明瞭を旨とし、申請書のボリュームが大きくならないよう配慮して下さ

い。 
 注６．申請書の作成にあたり記入上の注意（イタリック体部分）をよく読んで下さい。また、各項目

の記入上のポイントにはアンダーラインを付けていますので、これに沿って申請書を作成して

下さい。 
注７．申請書の作成にあたり、公募要領を必ず確認して下さい。申請書の記入内容について注意事項

があります。 
注８．正本１部は片面印刷とし、写し２０部は両面印刷として下さい。 
注９．助成金交付申請書写しをひとつの PDF ファイル（ファイル名は申請事業者名）に纏めて、情報

項目ファイル（エクセルファイル）とともに NEDO へ提出する CD-R に収めて下さい。 
※ 弊機構は今後公募事業等の審査の電子化を進めていく予定です。そのため、本申請についてはそ

の移行期間として交付申請書の書面での提出と併せて、そのＰＤＦファイルも提出頂きます。 
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（様式第１） 
右記の番号は、貴社の社内文書番号がある場合のみ記入→  番     号   

年  月  日   
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
 理事長 殿 

    
・申請者は法人格を有することが必要です。  申請者  〒  住  所       

・代表者は会社の代表権のある方とします。       名  称          
・代表者印を押印して下さい。            代表者役職・氏名    印 

 
課題設定型産業技術開発費助成金交付申請書 

（平成２８年度 中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業（平成２８年度第２次補正予算）） 

 
 上記の件について、課題設定型産業技術開発費助成金の交付を受けたいので、課題設定型産

業技術開発費助成金交付規程第７条第１項の規定に基づき下記のとおり申請します。 

 

記 

 １ 助成事業の名称 

・事業内容が判る短く簡潔な名称とし、３０字以内として下さい。「」はつけないで下さい。 
 ２ 助成事業の概要 

・助成を申請する事業内容を、１５０字以内厳守で要領よく記入して下さい。 
・対外的に公表して問題ない内容として下さい。 

 ３ 助成事業の総費用        円 
・助成事業期間全体で必要となる「助成事業に要する費用」を記入して下さい。（以下の「平成２８

年度分」と「平成２９年度分」の金額の合計と一致するか確認して下さい。） 
・本様式を含み、申請書に記入の費用は全て消費税抜きにて記入して下さい。 

平成２８年度分        円 ・90,225,000 円のように円単位で記入して下さい。 
平成２９年度分        円 

・「別紙 助成事業経費内訳表」の金額及び（添付資料６）「実用化開発期間における資金計画」に記載

の金額と一致するよう注意して下さい。・千円単位で端数切り下げの金額を記入して下さい。 
４ 助成金交付申請額         円 

  ・助成事業期間全体で必要となる「助成金の額」を記入して下さい。（以下の「平成２８年度分」と

「平成２９年度分」の金額の合計と一致するか確認して下さい。） 
平成２８年度分        円 ・60,150,000 円のように円単位で記入して下さい。 
平成２９年度分        円 

・「別紙 助成事業経費内訳表」の金額と一致するよう、注意して下さい 
・千円単位で端数切り下げの金額を記入して下さい。 

 ５ 補助率  ２／３以内 
 ６ 助成事業の開始及び終了予定年月日 
     開始年月日      交付決定通知書に記載する事業開始の日から 
     終了予定年月日    平成３０年２月２８日 
７ 連絡先 

担当者所属  
役職・氏名  
郵便番号、住所  
電話番号／ＦＡＸ番号  
Ｅメールアドレス  
緊急連絡先（必ず連絡が取れる電話番号を記載して下さい）                                         
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添付資料９－２ 

（提出にあたっては本ページは削除して下さい） 
注１． この申請書には、以下の書類を添付して下さい。 

   助成事業要旨 

添付資料１ 助成事業内容等説明書 

添付資料２ 助成事業実施計画書 

添付資料３ 企業化計画書 

添付資料４ その他の補助金制度との関係等 

添付資料５ 利害関係者一覧 

添付資料６      実用化開発期間における資金計画 

添付資料７      事業成果の広報活動について 

添付資料８      e-Rad応募内容提案書 

添付資料９－１ 会社案内 

添付資料９－２ 貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計算書等、直近２年分の

経営状況を示す書類 

注２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判として下さい。 

（添付資料９－１、９－２は、元の資料がＡ４版以外の大きさであれば、コピーしてＡ４版とし

て下さい。様式は問いません。） 
注３．共同研究等先が「橋渡し研究機関」として未確認の場合は、共同研究等先から「確認申請書」の

提出が別途必要となります。（同時申請「可」） 
◇助成金交付申請書のとじ方と提出方法について◇ 
 助成金交付申請書（正本１部：片面印刷）は下記参考１に従い、一式をとじて下さい。助成金交付申

請書（写し２０部：両面印刷）は参考２に従い、１式を２０部作成下さい。また、助成金交付申請書写

しはひとつの PDF ファイル（ファイル名：『申請事業者名.pdf』）に纏め下さい。 
作成された正本１部、写し２０部、チェックリスト、ＣＤ－Ｒ（助成金交付申請書写しの PDF ファイ

ル及び情報項目ファイル（エクセルファイル））を一式として NEDO に送付して下さい。 
 
 参考１ 助成金交付申請書（正本１部：片面印刷）のまとめ方 
                            参考２ 助成金交付申請書 

                              （写し２０部：両面印刷） 
                         のまとめ方 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
添付資料９－２ 

 
 
 
 
添付 
 
添付資料９－１ 

 
 
 
 
 
 
添付資料８ 

 
 
 
 
 
 
添付資料７ 

写し１部×20 

正本１部 

 
 
 
 
 
 
添付資料６の別紙

③④（添付任意） 

 
 
 
 
 
 
添付資料６ 

 
 
 
 
 
 
添付資料５ 

 
 
 
 
 

添付資料４ 

 
 
 
 
 
添付資料３の別紙

①②（添付任意） 

 
 
 
 
 
添付資料３ 

 
 
 
 
 
添付資料２ 

様式１ 
 
 
 
 
添付資料１ 

 
 
 
 
 
助成事業要旨 

その他  
事業の説明に

必要な資料は

適宜挿入添付

して下さい 

 
 

 
 
様式第１ 

CD-R(助成金

交付申請書写

しの PDF フ

ァイル＋情報

項目ファイル) 

 
 
 
 
 
 
添付資料９－１ 

 
 
 
 
 
 
添付資料４ 

 
 
 
 
 
 
添付資料３の別紙

①②（添付任意） 

 
 
 
 
 
 
添付資料３ 

 
 
 
 
 
 
添付資料２ 

 
 
 
 
 
 
添付資料１ 

 
 
 
 
 
 
助成事業要旨 

 
 
 
 
様式第１ 

各部、縦二穴パ

ンチ穴をあけ

て下さい。 

返信用封筒 申請時提出書類の

確認（チェックリ

スト） 

縦二穴パンチ

穴をあけて下

さい。 

ダブルクリップで止めて下さい。 
（ステープラー等でとじじたり、製本はしないで下さい。） 

PDF ファイルは

必ずひとつにし

て下さい。 
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助成事業要旨 

申請区分 
課題設定型産業技術開発費助成金（平成２８年度 中堅・中小企業への橋渡し研

究開発促進事業 （平成２８年度第２次補正予算）） 
申請者 株式会社○○ 設立年 ○○○○年（西暦で記載） 

資本金 00,000 千円 主たる業種 
（日本標準産業分類、中分類） 

○○業 
（分類項目※：【数字 4 ケタ】） 

従業員数 000 人 売上高 00,000 百万円 

申請者の区分 
□中小企業者 
□中堅企業 当てはまるものに、チェック（☑）をいれて下さい。 
□中小企業者又は中堅企業としての組合等 

橋渡し研究機関の

名称 

・（添付資料１）助成事業内容等説明書「３ 研究開発の体制等（７）」に記入し

た機関の名称をすべて転記して下さい（まだ、橋渡し研究機関の確認を終えてい

ない場合は、同時申請の橋渡し研究機関の名称を記入して下さい。） 
申請事業の名称 ・（様式第１）交付申請書「１ 助成事業の名称」に記入したものを転記のこと。 

申請事業費用 
（事業期間総額） 

助成事業の総費用： 
助成対象費用：  
助成金の交付申請額：  

   00,000 円 
     00,000 円 
     00,000 円 

申請事業の概要 ・（様式第１）交付申請書「２ 助成事業の概要」に記入したものを転記のこと。 

申請事業のキャッ

チフレーズ 

・本助成事業の成果がどのような製品、サービスに適用され、国民生活の向上に

対し、どのような効果が得られるのか、平易な言葉で簡潔に記入して下さい。（専

門技術者でなくても理解できる内容として下さい。） 
Ⅰ．技術開発内容 １．技術開発の目的 

（背景、現状の問題点、本研究開発の新規性、当該開発技術の新たな分野への波

及効果等、開発の必要性・重要性 等） 
２．目標課題 
（目的達成に必要な技術要素とその数値目標、技術的課題 等） 
３．実施内容及び方法 
（目標課題解決のために実施する、本助成事業の研究開発の内容、具体的検討方

法・手段等。また、開発技術の基となる原理、開発技術に関する優位性のある特

許及びノウハウ 等） 
４．橋渡し研究機関の役割 
（橋渡し研究機関のどのような技術シーズを活用するのか、あるいはどのような

技術を用いて研究を加速させるか 等） 
Ⅱ．事業化内容 
 

１．事業化ターゲット 
（当該実用化研究成果の利用可能な製品・サービスへの広がり 等） 
２．市場競争力     
（競合製品・サービスに対する優位性、生産手段とその有効性等、対応できる理由の説明 等） 
３．販売戦略 
（現在の販売ルート、新規市場・販路の開拓手段、予想される障害と対応策 等） 
４．橋渡し研究機関の役割 
※事業化に向けて橋渡し研究機関との取組があれば記入して下さい。 

Ⅲ．該当分野 □１．ライフサイエンス   □４．ナノテク・材料    □７．その他  
□２．情報通信       □５．エネルギー   該当する分野の１つに 
□３．環境         □６．製造技術    チェックして下さい。       

Ⅳ．その他 (当該技術開発により見込まれる効果（必須）及びその他アピールポイント) 

提案内容の要旨説明資料として、A4､２枚以内でご作成下さい。上記Ⅰ、Ⅱ、Ⅳは記載の例ですが、様式は自由としますので、例にと

らわれず、提案内容の概略を説明する上で、必要と思われる項目･内容について、図表などを適宜取り入れ、説明して下さい。 
分類項目※：総務省のホームページで記される日本標準産業分類

（http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html） 
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（添付資料１） 

助 成 事 業 内 容 等 説 明 書 

  

１ 助成事業の名称 

・（様式第１）交付申請書「１ 事業の名称」に記入したものを転記して下さい。 
  

２ 申請者の概要 

  (１)  申請者（法人）名 

住所 

電話番号 ・代表電話番号もしくは連絡先電話番号を記入して下さい。 
 

  (２)  略歴 

  ・申請者（法人）の略歴を簡単に記入して下さい。 
 
 

  (３)  資本金 

資本金    00,000 千円 
株主（上位５名）   株主 １．（株）○○     （持株比率 ○○％） 
 ２．□□ □□    （持株比率 ○○％） 
 ３．（有）△△     （持株比率 ○○％） 
 ４．××（株）    （持株比率 ○○％） 
 ５．         （持株比率 ○○％） 
 
※株主のうち、法人株主について、以下の表に記入して下さい。 

株主企業名 
大企業・中堅企

業・中小企業 
区分 

資本金額 
（千円） 

従業員数 
（人） 

売上高 
（百万円） 

主たる業種 
（日本標準産業分類、中分類） 

（株）○○ 大企業 1,000,000 1,500 200,000 繊維工業 

（有）△△ 中小企業 10,000 30 100 飲食店 

××（株） 中堅企業 200,000 300 50,000 各種商品卸売業 

          

          
 

  （４）決算日 

       ○月 ○日 

 

  （５）役員一覧（監査役を含む） 

氏名 役職名 備考 

根戸 太郎 代表取締役社長    

研開 次郎 取締役  △△株式会社 川崎市幸区 取締役 
    
    

      

   ※大企業（中堅企業を除く）の役員又は職員を兼ねている場合は、備考欄にその会社名、所在

地、役職名を記入して下さい。 
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３ 研究開発の体制等 

  (１)  研究組織（図示すること） 

・会社組織ではなく、助成事業を遂行する体制（役割分担）を具体的に記入して下さい。 
また、申請者と共同研究先（橋渡し研究機関）のそれぞれの役割が分かるように記入して下さ

い。 
・図中に、研究者全員の氏名・職名・役割分担・専従度を記入して下さい。 

例＞ 根戸太郎 研究員 試作品の分析評価 専従度６０％ 
研究開発体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 
 

 
  (２)  研究開発の実施場所（全実施場所） 

・実施場所は、主たる実施場所を先頭として全て記入して下さい。 
郵便番号 

住所 

名称 

担当者役職 

担当者氏名 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

Ｅメールアドレス 

 

 

  (３)  主任研究者の所属、役職、氏名、略歴及び連絡先 

所属 

役職 

氏名 

略歴 

・最終学歴、学位（取得年）、研究開発経歴（過去の参画プロジェクト等）、受賞歴等を記入し

て下さい。 

得意分野 

取得特許、発表論文 

・最近５年間に出願した特許、学会発表・投稿論文等の成果（件数が多い場合は主要なもの５

件程度）を記入して下さい。 

橋渡し研究機関 
 

申請者 

○○(株) ○○大学 
共同研究先 

△△工業試験所

橋渡し研究機関以外 
 

共同研究先 ■■研究所 

注）共同研究先となる橋渡し研究機関を

必ず記入して下さい。 

注）橋渡し研究機関以外を共同研究先と

する場合は記入して下さい。（助成費用の

対象外です） 
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     連絡先  

郵便番号 

住所 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

Ｅメールアドレス 

 

 (４)  研究開発に従事する人員 

                  研究員        名 

                  補助員（工員等）   名 

                  計          名 

 

  (５)  経理担当者の所属、役職、氏名、及び連絡先 

所属 

役職 

氏名 

連絡先  

郵便番号 

住所 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

Ｅメールアドレス 

 

(６) 共同研究先となる橋渡し研究機関の確認状況 

□確認済み（確認番号：例）２７Ｈ１１１１） 

  □同時申請 

 ・上記のうち、当てはまるものに、チェック（☑）をいれて下さい。 

・共同研究先が橋渡し研究機関として確認され、確認番号を有する場合は、確認済みの欄にチェ

ックし、確認番号を記入して下さい。 
・共同研究先が「橋渡し研究機関」の確認を受けておらず、今回同時申請する場合は、同時申請

の欄にチェックして下さい。 
・共同研究先となる橋渡し研究機関が複数の場合は、機関ごとに記入して下さい。 
 

(７) 共同研究先名称と共同研究者の所属、役職、氏名、略歴及び連絡先 

・共同研究先となる橋渡し研究機関が複数の場合は、機関ごとに記入して下さい。 

・共同研究先が「橋渡し研究機関」の確認を受けていない場合は、今回同時申請を行って下さい。 
機関名 

所属 

役職 

氏名 

略歴 

得意分野 

取得特許、発表論文 

連絡先  

郵便番号 

住所 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

Ｅメールアドレス  
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  (８)  他からの指導者又は協力者 

・共同研究先以外に指導者又は協力者がいる場合は、所属・職名・氏名・役割を記入して下さい。 
所属・名称 役割（指導・助言等） 

○○大学・○○○○教授 〇〇に係る基礎文献の解釈に係る助言 

○○研究所・○○○○ＰＬ ○○研究所○○プロジェクトチームから○○開発のアドバイ

ス 

○○市・○○○○課長 ○○○市○○課・関連行政機関へのコーディネーション 

○○○株式会社 開発装置で得られた生成物の特性評価 
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 （添付資料２） 

 

助 成 事 業 実 施 計 画 書                

 

 １ 事業期間における研究開発の目標 

  (１)  実用化開発の動機・背景 

・実用化開発を企画するに至った動機・背景（基となる研究開発）について判りやすく記入して 
下さい。 

・橋渡し研究機関からどのような技術シーズの移転を受けて実用化開発するのか、あるいは申請者

が保有する技術シーズを橋渡し研究機関のどのような能力・技術を活用して実用化開発するのか

を記入して下さい。 
 

  (２)  研究開発の目標 

・実用化開発の技術課題を達成して得られる最終製品が具備すべき性能・仕様等（最終目標）を記

入して下さい。 
・助成事業期間中に達成する研究目標及び助成期間後に最終目標を達成するための手段を記入し

て下さい。 
・採択審査上重要ですので、それぞれの目標については必ず数値により定量的かつ明確に記入    

して下さい。 
 

助成事業期間中の達成目標と

手段 
助成事業期間終了後から 
実用化までの達成手段 実用化時の最終目標 

目標１ パイロット実験により各種触

媒の比較データを取得し、反

応効率９０％以上を達成でき

る触媒を選定する。 

運転条件の最適化及び安定操

業制御システムを開発するこ

とにより、最終目標を達成す

る。 

反応効率９５%以上を安定し

て達成する。 

目標２ 生成物重量比、反応温度、撹

拌速度について最適な反応条

件を探索し、生成物の純度９

５%以上を達成できる条件を

確定する。 

最適な反応条件は○○大学で

設定する。 
生成物の純度を９９%以上と

する。 

目標３    
目標４    
  

（３）上記目標設定の理由（国内外における技術動向や既存の関連等について説明する事） 

・上記目標の設定理由と達成手段を箇条書きで記入して下さい。 
 
 
 
 

(４)  研究開発の独創性・新規性の根拠 
①  実用化の基盤となる特許、ノウハウ等の内容 

（技術内容の説明に必要な代表的特許等の明細書（要約でも可）のコピーを添付すること。） 

特許の名称 

（最新状況） 

出願番号（出願日） 

（公開、公告、登録のうち最新のもの） 
出願人 発明者 

係争の 

有無 

明細書等

の写し 

○の装置 

（特許取得済） 

特許第▲▲号 

（登録日H▲．▲．▲） 

◇◇ 

株式会社 

根戸太郎 

根戸次郎 
無し 特許１ 

△の方法 

（審査請求中） 

特願××××－×××××× 

（H▲．▲．▲） 

◇◇ 

株式会社 
根戸太郎 無し 特許２ 
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・特許の最新状況については、「審査請求中」、「特許取得済み」等を記入して下さい。 
また、特許の出願人及び発明者（申請書に記入されている全員）を記入して下さい。 

・自社特許でない場合、基となる特許の使用許諾を受けているか、あるいは専有実施権の有無を記

入して下さい。 
・明細書等の写しを添付しない場合は上記表の「明細書等の写し」の欄に「無し」と記入して下さ

い。 
・できる限り資料が厚くならないように工夫して下さい。 
 

   ②  国内外他社における関連特許の取得状況と相違点 

・国内外他社における関連特許の取得状況を記入して下さい。また、①に記入した特許、ノウハウ

等との相違について、権利侵害の可能性を含めて記入して下さい。 
 

２ 事業期間における研究開発の内容 

  （１(２)の目標を達成するために必要な研究開発の内容を説明すること。） 

・ 「助成事業期間中の達成目標」に記載した内容について、「別紙 実用化開発日程表」を記入す

るとともに各項目における実施内容を具体的かつ詳細に記入して下さい。 
・ 目標を達成するために共同研究先の橋渡し研究機関が果たす役割を具体的かつ詳細に記入し

て下さい。 
・ 実用化開発項目毎の実施内容について、できるだけ図表を用いてわかりやすく記入して下さい。 

 
目標１：  反応効率９０％以上を達成できる触媒を選定する。 
実用化開発項目：  ・・・・・・・ 
実施内容：  実用化開発項目ア）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

           ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
           実用化開発項目イ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
           ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

目標２：  生成物の純度９５%以上を達成できる条件を確定する。 
実用化開発項目：  ・・・・・・・ 
実施内容：  実用化開発項目ウ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

           ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
目標３：  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
実用化開発項目：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
実施内容：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
目標４：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
実用化開発項目：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
実施内容：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

３ 事業期間中の研究開発目標 
（別紙実用化開発日程表に記載） 
 
 

 
 
 
４ その他（申請に係る研究開発の実施について特に問題意識や背景があれば具体的に説明すること。）
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（別紙 実用化開発日程表） 

期間

実用化開発項目

平成２９年

２月～３月

平成２８年度橋渡し研究開発促進事業（平成２８年度第２次補正予算）　実用化開発日程表

助成事業期間中の
達成目標

４月～６月 ７月～９月 １０月～１２月 １月～２月

平成３０年
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＜記載例＞ 

 

上記の記載例は、申請書提出時に削除して下さい。

期間
実用化開発項目

□反応効率９０％以上を達
成できる触媒を選定する

□生成物の純度を９５％
以上とする

□～～～～～～～～～～

□～～～～～～～～～～

目標４

目標１

項目ア（○○株式会社）

項目イ（○○株式会社）

目標２

項目ウ（△△大学）

目標３

項目エ（○○株式会社）

項目オ（△△大学）

項目カ（○○株式会社）

平成２８年度橋渡し研究開発促進事業（平成２８年度第２次補正予算）　実用化開発日程表

４月～６月 ７月～９月 １０月～１２月 １月～２月２月～３月
平成２９年 平成３０年 助成事業期間中の

達成目標

仕様打合せ 試作 試作 仕様打合せ 試作

◆評価 ◆判断 ◆評価 ◆最終判断

試作 試作 試作
◆最終判断

品評

1次評価 2次評価 3次評価

仕様打合せ 試作 試作 試作 試作 試作

◆判断

◆

◆判断 ◆最終判断

（添付資料２）助成事業実施計画書「２ 事業期

間における研究開発の内容」の目標を記入して

下さい。 

（添付資料２）助成事業実施計画書「２ 事業期

間における研究開発の内容」の実用化開発項目

ごとにスケジュールを記入して下さい。 

各研究開発項目を事業者と共同研

究先どちらが主体となり実施する

のか記入して下さい。 
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４．助成事業に要する資金及び費用の内訳 

                                        （単位：円）   

 費       目 金    額 

収 
 
 

入 

Ⅰ．自己資金  

Ⅱ．借入金  

Ⅲ．その他の収入  

（小   計）  

Ⅳ．助成金交付申請額  

合   計  

 

  費       目 
助成事業に要する

費用（円） 

助成対象費用

（円） 

助 成 金 の 額

（円） 

支 
 
 
 
 
 
 
 

出 

Ⅰ．機械装置等費 

      
 １．土木・建築工事費 

 ２．機械装置等製作・購入費 

 ３．保守・改造修理費 

Ⅱ．労務費 

       １．研究員費 

 ２．補助員費 

Ⅲ．その他経費 

      

 １．消耗品費 

 ２．旅費 

 ３．外注費 

 ４．諸経費 

Ⅳ．委託費・共同研究費 

        １．委託費･共同研究費 

  ２．学術機関等に対する共同研究費 

合   計       

 

 

 

 

・ 次ページに助成期間における支出項目の内訳「別紙 助成事業経費内訳表」「別紙 橋渡し

研究機関共同研究費内訳表」を挿入して下さい。 

・ 「仕様」の項目は、ある程度具体的に記入して下さい。 

・ 「金額」の欄に記入する単価は、消費税抜きの金額として下さい。 

・ 「助成対象費用」の欄には、助成事業に要する費用のうち、助成対象とする部分の金額を記

入して下さい。一般には「助成事業に要する費用」と同額です。千円単位で端数切り下げの金

額を記入して下さい。 

・ 「助成金の額」の欄には、経費区分（Ⅰ．機械装置等費、Ⅱ．労務費、Ⅲ．その他経費、Ⅳ．

共同研究費）毎に、経費全額の２／３以内、千円単位で端数切り下げの金額を記入して下さ

い。 

・ 助成事業に要する費用（＝助成事業の総費用）、 助成金の額（＝助成金交付申請額）については、（様式第１）交

付申請書の「３ 助成事業の総費用」「４ 助成金交付申請額」、上記「４ 助成事業に要する資金及び費用の内

訳」の収入の合計欄、「別紙 助成事業経費内訳表」が一致していることを必ず確認して下さい。 
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・公募ページに公開されている Excel ファイル（H28 橋渡し助成金交付申請書 2）内の様式を使用して下さい。 

・各年度分（平成 28 年度分、平成 29 年度分）それぞれ作成して下さい。 

（別紙　助成事業経費内訳表）

助成事業の名称
助成金の額 金 300,000 円 助成率 2/3

Ⅰ．機械装置等費 機械装置等費合計 0 0 0
1.土木・建築工事費 1.土木・建築工事費小計 0 0

2.機械装置等製作
　・購入費

2.機械装置等製作
　・購入費小計 0 0

3.保守・改造修理費 3.保守・改造修理費小計 0 0

Ⅱ．労務費 労務費合計 354,000 354,000 236,000
1.研究員費 1.研究員費小計 298,000 298,000

根戸太郎（８５％） 時間 50 5970 298,000 298,000
2.補助員費 2.補助員費小計 56,000 56,000

研開進一 時間 50 1,130 56,000 56,000
Ⅲ．その他経費 その他経費合計 97,000 97,000 64,000

1.消耗品費 1.消耗品費小計 70,000 70,000
部品☆☆ 箱 10 2,000 20,000 20,000
試薬◆◆ 本 5 10,000 50,000 50,000

2.旅費 2.旅費小計 27,000 27,000
旅費（大阪・日帰り） 回 1 27,000 27,000 27,000

3.外注費 3.外注費小計 0 0

4.諸経費 4.諸経費小計 0 0

Ⅳ．共同研究費 共同研究費合計 0 0 0 0.00%
共同研究費

合計 451,000 451,000 300,000

助成事業経費内訳表（平成２８年度）
申請者の

名称及び住所
○○○○株式会社
神奈川県川崎市幸区～～～
□□□□□の実用化開発

経費区分 種別 仕様 単位 数量 単価（円）
助成事業に要する費

用（円）
助成対象費用（円） 助成金の額（円） 備考

　
　
　
　
　
　
　
　
助
成
対
象
費
目

（様式第１）交付申請書３項の平成 28 年度分の 
金額と一致することを確認 

（様式第１）交付申請書４項の平成 28 年度分の

金額と一致することを確認 

助成事業に要する費用・助成対象費用の欄

には 1,000 円単位の金額を記載して下さ

い。※1,000 円未満は切り捨てて下さい。 

（注意）平成２９年３月３１日までに検収及び

支払が完了する費目のみ記入して下さい。 （事

業開始は、平成２９年２月下旬を予定していま

す。） 

平成２８年度分の共同研究費

計上を予定していない場合で

も「橋渡し研究機関共同研究費

内訳表（平成 28 年度）」の提出

をお願い致します。 
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・公募ページに公開されている Excel ファイル（H28 橋渡し助成金交付申請書 2）内の様式を使用して下さい。 

・各年度分（平成 28 年度分、平成 29 年度分）それぞれ作成して下さい。 

（別紙　助成事業経費内訳表）

助成事業の名称
助成金の額 金 27,687 ,000 円 助成率 2/3

Ⅰ．機械装置等費 機械装置等費合計 28,780,000 28,780 ,000 19 ,186 ,000
1.土木・建築工事費 1.土木・建築工事費小計 1,000,000 1,000 ,000

◎◎装置設置工事 式 1 1,000 ,000 1 ,000 ,000 1,000 ,000

2.機械装置等製作
　・購入費

2.機械装置等製作
　・購入費小計 26,280,000 26,280 ,000

○○装置 台 1 25,000 ,000 25 ,000,000 25,000 ,000
□□装置 台 1 1,280 ,000 1 ,280 ,000 1,280 ,000

3.保守・改造修理費 3.保守・改造修理費小計 1,500,000 1,500 ,000
○○装置機能追加 台 1 1,500 ,000 1 ,500 ,000 1,500 ,000

Ⅱ．労務費 労務費合計 6,987,000 6,987 ,000 4 ,658 ,000
1.研究員費 1.研究員費小計 5,970,000 5,970 ,000

根戸太郎（８５％） 時間 1,000 5970 5,970 ,000 5,970 ,000
2.補助員費 2.補助員費小計 1,017,000 1,017 ,000

研開進一 時間 900 1,130 1 ,017 ,000 1,017 ,000
Ⅲ．その他経費 その他経費合計 3,765,000 3,765 ,000 2 ,510 ,000

1.消耗品費 1.消耗品費小計 500,000 500,000
部品☆☆ 箱 100 2,000 200,000 200,000
試薬◆◆ 本 30 10,000 300,000 300,000

2.旅費 2.旅費小計 665,000 665,000
旅費（大阪・日帰り） 回 15 27,000 405,000 405,000
旅費（福岡・1泊2日） 回 5 52,000 260,000 260,000

3.外注費 3.外注費小計 2,100,000 2,100 ,000
★★の分析費 式 3 300,000 900,000 900,000
△△の設計・加工費 式 1 1,200 ,000 1 ,200 ,000 1,200 ,000

4.諸経費 4.諸経費小計 500,000 500,000
運送費 3 100,000 300,000 300,000
□□装置レンタル料 月 1 200,000 200,000 200,000

Ⅳ．共同研究費 共同研究費合計 2,000,000 2,000 ,000 1 ,333 ,000 4 .90%
共同研究費 ○○大学 式 1 2,000 ,000 2 ,000 ,000 2,000 ,000

0 0
合計 41,532,000 41,532 ,000 27 ,687 ,000

助成事業経費内訳表（平成２９年度）

　
　
　
　
　
　
　
　
助
成
対
象
費
目

申請者の
名称及び住所

○○○○株式会社
神奈川県川崎市幸区～～～
□□□□□の実用化開発

種別 仕様 助成対象費用（円）経費区分 備考単位 数量 単価（円）
助成事業に要する費

用（円）
助成金の額（円）

共同研究費が助成金の 

合計額の５０％未満であ

ることを確認 

助成事業に要する費用・助成対象費用

の欄には 1,000 円単位の金額を記載し

て下さい。※1,000 円未満は切り捨て

 

助成事業に要する費用・助成対象費用の欄

には 1,000 円単位の金額を記載して下さ

い。※1,000 円未満は切り捨てて下さい。 

（様式第１）交付申請書３項の平成 29 年度分の 
金額と一致することを確認 

（様式第１）交付申請書４項の平成 28 年度分の

金額と一致することを確認 
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・公募ページに公開されている Excel ファイル（H28 橋渡し助成金交付申請書 2）内の様式を使用して下さい。 

・各年度分（平成 28 年度分、平成 29 年度分）それぞれ作成して下さい

（別紙　橋渡し研究機関共同研究費内訳表）

助成事業の名称

Ⅰ．機械装置等費 機械装置等費合計 0 0
1.土木・建築工事費 1.土木・建築工事費小計 0

0
0

2.機械装置等製作
　・購入費

2.機械装置等製作
　・購入費小計 0

0
0
0

3.保守・改造修理費 3.保守・改造修理費小 0
0
0

Ⅱ．労務費 労務費合計 0 0
1.研究員費 1.研究員費小計 0

0
2.補助員費 2.補助員費小計 0

0

Ⅲ．その他経費 その他経費合計 0 0
1.消耗品費 1.消耗品費小計 0

0
0
0

2.旅費 2.旅費小計 0
0
0

3.外注費 3.外注費小計 0
0
0

4.諸経費 4.諸経費小計 0
0
0

0 0

Ⅳ．間接経費 間接経費合計 0 0 間接経費率＝

0.0%

合計 0 0

橋渡し研究機関共同研究費内訳表（平成２８年度）
共同研究先の名称

共同研究者役職、氏名及び住
○○大学◎◎学部△△学科　教授　□□　□□
大阪府大阪市○○区～～～
□□□□□の実用化開発

単価（円）
助成事業に要する

費用（円）
助成対象費用（円） 備考

　
　
　
　
　
　
　
　
助
成
対
象
物
件

Ⅰ．機械装置等費＋Ⅱ．労務費＋Ⅲ．その他経費　　合計

経費区分 種別 仕様 単位 数量

平成２８年度の共同研究

費の計上がない場合でも

内訳表の提出をお願いい

たします 

（注意）平成２９年３月３１日までに検収及び支払

が完了する費目のみ記入して下さい。 （事業開始

は、平成２９年２月下旬を予定しています。） 
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・公募ページに公開されている Excel ファイル（H28 橋渡し助成金交付申請書 2）内の様式を使用して下さい。 

・各年度分（平成 28 年度分、平成 29 年度分）それぞれ作成して下さい。

（別紙　橋渡し研究機関共同研究費内訳表）

助成事業の名称

Ⅰ．機械装置等費 機械装置等費合計 505,000 505,000
1.土木・建築工事費 1.土木・建築工事費小計 0

2.機械装置等製作
　・購入費

2.機械装置等製作
　・購入費小計 505,000

□□装置 台 1 305,000 305,000
△△装置 台 2 100,000 200,000

3.保守・改造修理費 3.保守・改造修理費小 0

Ⅱ．労務費 労務費合計 860,000 860,000
1.研究員費 1.研究員費小計 0

2.補助員費 2.補助員費小計 860,000
川崎　一子 時間 200 4,300 860,000

Ⅲ．その他経費 その他経費合計 424,000 424,000
1.消耗品費 1.消耗品費小計 60,000

部品☆☆ 箱 10 2,000 20,000
試薬◆◆ 本 4 10,000 40,000

2.旅費 2.旅費小計 54,000
旅費（神奈川・日帰り） 回 2 27,000 54,000

3.外注費 3.外注費小計 210,000
◇◇の設計・加工費 式 1 210,000 210,000

4.諸経費 4.諸経費小計 100,000
○○文献購入費 式 1 100,000 100,000

1,789 ,000 1,789,000

Ⅳ．間接経費 間接経費合計 211,000 211,000 間接経費率＝

11.8%
合計 2,000,000 2,000,000

単価（円）
助成事業に要する

費用（円）
助成対象費用（円） 備考

　
　
　
　
　
　
　
　
助
成
対
象
費
目

Ⅰ．機械装置等費＋Ⅱ．労務費＋Ⅲ．その他経費　　合計

経費区分 種別 仕様 単位 数量

橋渡し研究機関共同研究費内訳表（平成２９年度）
共同研究先の名称

共同研究者役職、氏名及び住所
○○大学◎◎学部△△学科　教授　□□　□□
大阪府大阪市○○区～～～
□□□□□の実用化開発

間接経費は直接経費の

10％（大学は 15％）が

上限 

助成費用に要する費用・助成対象費用の欄に

は 1,000 円単位の金額を記載して下さい。※

1,000 円未満は切り捨てて下さい。 
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（添付資料３） 

企 業 化 計 画 書 

 １ 実用化を行う製品・サービス等の概要 

  (１) 内容 

・本開発の成果をどのような製品・サービスとして提供するかをアプリケーション（ユーザ側から

見た製品・サービスの優位性・適用先・利用方法等）及び販売形態（製品販売、製造装置販売、

ライセンス販売、リース、サービス提供等）を含めて具体的かつ明確に記入して下さい。 
 

  (２) 用途（販売予定先） 

・当該製品・サービスの販売先等を可能な限り具体的に記入して下さい。 
・ユーザにとっての製品・サービスの購入動機や購入によるメリットを記入して下さい。 
・新規産業の開拓等に貢献できる可能性を具体的に記載して下さい。 

 

  (３) 具体的ニーズと、使用が予定される環境（マーケットの現状及び将来の規模、競争環境） 
・どのような市場調査に基づき市場ニーズが有ると判断したかを具体的に記入して下さい。 
・市場調査の結果を踏まえて、見込みユーザ（販売先）の業種・業態、企業規模、ユーザ数を記入

して下さい。 
・ユーザ（販売先）からの意見（評価・要望・要求スペック・価格）を具体例を挙げて記入して下

さい。契約書又は覚書等があれば、その写しを添付して下さい。 
・ユーザ（販売先）候補からの推薦書があれば添付して下さい。（別紙①）推薦書の様式を参照。 
・上記資料又はユーザ（販売先）候補意見は、評価の際の判断材料にさせていただきます。 
・ユーザ（販売先）候補ではない有識者等からの（別紙①）推薦書は評価の対象となりません。 
・契約書又は覚書等及び推薦書の添付は任意です。 
・JETRO から推薦書があれば添付して下さい。（別紙②）推薦書の様式を参照。 

 

 ２ 実用化への取組み 

  (１) 実用化を考えるに至った経緯（動機） 

・実用化開発を目指した背景・根拠についてビジネス面を中心に記入して下さい。 
・ビジネス面で共同研究先の橋渡し研究機関との取組があれば記入して下さい。 

 

  (２) 事業として成功すると考えた理由 

   ① ビジネスプラン面での優位性 

・本研究開発の成果に関するビジネスプランを示し、事業化が成功すると考える根拠を記入して下

さい。 
   ② 実用化体制 

・本助成事業期間終了後の事業化に向けた体制（単なる研究開発体制ではなく、事業部等の関与が

判るように）を図示して下さい。なお、体制には必ず事業化責任者（事業化時に中心となる担当

者（あるいは責任者））の方の所属、役職、名前等を記入し、図中に「※」を付して下さい。 
・協力会社・販売代理店等の社外体制も図に含めて下さい。（想定を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○(株) 
事業責任者：○○○○※ 

製造：△△工業 

販売代理店： 

△△（株） 
協力会社：○○工業 
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  (３) 実用化のスケジュール  
  ・本助成事業期間終了後概ね３年以内で実用化が可能な具体的計画を記入して下さい。 

・本助成事業期間終了後５年間の事業化計画を、生産・販売・市場獲得などの具体的な事業化の段

階に区分し、事業化の各段階が明瞭となるよう線表で記入して下さい。 
・事業化の各段階において、事業化の中断や延期など、事業化全体の計画変更を考慮する必要があ

る重大な障害を予想し、記入して下さい。 
・また、重大な障害が回避し得ない場合、どの時点で計画変更の判断を下すのかを、線表に記入し

て下さい。 
 

助成期間終了後
実用化開発項目

◇継続／中断を判断

◇販売開始（実用化開始）

⑤販売

35 110 30 30 120
0 0 250 375 539
0 0 100 150 250
0 0 10 15 20
0 0 200 300 450
0 0 50 100 133
5 13 20 20 20

12 25 35 35 35
50 63 83 103 123

間接雇用数を含む新規創出
雇用者数（人）

粗利　　　　　（百万円）

年度末雇用者数（人）

直接新規創出雇用者数（人）

③市況悪化による
部材の高騰

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

⑤販売先での製品
仕様変更に伴う販
売量の減少

④歩留り悪化によ
る生産コストの高
騰

販売数量（単位）

予想される
重大な障害

実用化スケジュール

営業利益　　（百万円）

平成34年度

投資金額　　（百万円）

売上高　　　　（百万円）

②新たな顧客要求
の追加（仕様の再
検討）

①要求特性を満足
できない（評価期間
の再延長）

市場シェア　（％）

①試作機（またはサンプ
ル等）の評価

②製品設計

③設備投資

④生産

※上記の記載例は、申請書提出時に削除して下さい。 
※実用化スケジュールの数字は累計ではなく、各年の実績数字を記入 
（記載例） 
 
３ 市場の動向・競争力 

  (１) 市場規模（現状と将来見通し）／産業創出効果 

・本助成事業期間終了後５年経過迄の国内と海外の市場規模推移（百万円）を示し、その根拠及び

出典を記入して下さい。 

・また、市場における申請者のシェアの推移を見通し、その根拠を記入して下さい。 

・シェア獲得の方法（マーケティング戦略等）を記入して下さい。 
・開発製品・サービスが既存市場における申請者のシェア拡大に貢献するのか、新たな市場を創出

するのかを記入して下さい。新たな市場を創出する場合は、市場立ち上げの時期及び立ち上げに

関するリスクと対策を記入して下さい。 
  (２) 競合が想定される他社の開発動向とそれに対する優位性の根拠 

① 開発製品・サービスの競合製品に対する優位性（性能及び価格等の比較） 
・競合が想定される他社の製品・サービスと本開発製品との性能及び価格等に関する比較表を作成

し、本開発製品の優位性の根拠を記入して下さい。 

・本開発製品の優位性を将来に向けて維持する方策を記入して下さい。 
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② 製造に関する優位性 

・製品の製造体制を記入し、それらが競合他社に対してどのような優位性があるかを記入して下さ

い。 

・製造の一部又は全部を自社で行わない場合は、外注先の選定、協力体制等を具体的に記入して下

さい。 

③ 販売力に関する優位性 
・製品の販売体制及び既存の販路を記入し、それらが競合他社に対してどのような優位性があるか

を記入して下さい。 

・販売の一部又は全部を自社で行わない場合は、外注先の選定、協力体制等を具体的に記入して下

さい。 

・該当分野又は市場のシェアが高い等の強みがあれば記入して下さい。 

・製品・サービスの特性に合わせた販売力の強化や新たな販売手段の獲得等の予定があれば記入し

て下さい。 

・製品・サービスの販路開拓方法、ブランド向上方法を記入して下さい。 

  (３) 価格競争力 

・競合他社の製品・サービスと本開発製品との価格に関する比較表を記入して下さい。 

 
４ 売上見通し 

  (１) 売上見通し（単位：百万円） 

・生産計画、販売計画など具体的に記入して下さい。 

・販売開始後５年経過迄の売上と収益の見通しを記入して下さい。また、販売単価、販売数、原価

など、売上と収益の算出根拠を具体的に展開して記入して下さい。 

販売単価 販売数 売上 製品原価  収益（粗利） 投資 
例：１年目（Ｈ30 年度）○○万円 ○○○個 ○○百万円 ○○百万円 ○○百万円 ○○百万円 
  ２年目（Ｈ31 年度）○○万円 ○○○個 ○○百万円 ○○百万円 ○○百万円 ○○百万円 

  ～～ 
  ５年目（Ｈ34 年度）○○万円 ○○○個 ○○百万円 ○○百万円 ○○百万円 ○○百万円 
 
  (２) 売上見通し設定の考え方 

・売上見通しについて、どのような仕組みで収益を得るのか、収益の算出根拠を含め、具体的な収

益計画を説明して下さい。 

 

５ その他（研究開発成果の活用について特に期待される効果があれば具体的に説明すること） 
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（別紙①） 
 

推薦書 
 

平成  年  月  日 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
理事長 殿 

 
 

開発された技術のユーザ（販売先）候補の住所・名称 
代表者（担当部署でも可）役職・氏名  印 

 
 

下記の申請者は、課題設定型産業技術開発費助成金（平成２８年度 中堅・中小企業への橋渡し研究開

発促進事業（平成２８年度第２次補正予算））の助成事業者として適すると認められますので推薦しま

す。 
 
 
 

記 

 
 

申請事業者名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
  【推薦理由】※推薦をする理由を出来るだけ具体的に記入して下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 本推薦書は、必須の提出物ではありません。 
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（別紙②） 
 

推薦書 
 

平成  年  月  日 
 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
 イノベーション推進部長 殿 

 
 
 
独立行政法人日本貿易振興機構 
 総括審議役（国際展開支援担当）     印 

 
 
 

下記の申請者課題設定型産業技術開発費助成金（平成２８年度 中小・中堅企業への橋渡し研究開発

促進事業（平成２８年度第２次補正予算））の助成事業者として適切と認められますので推薦します。 
 

記 

 
申請事業者名：                              
申請事業の名称：                                
 
【新輸出大国コンソーシアム コンシェルジュ名】 
 所属： 
役職、氏名： 
電話番号： 
e-mail： 

  
【推薦理由】 
※推薦する理由をできるだけ具体的に記入して下さい。 
※たとえば、生産コスト、製造能力、性能や機能面、製品・サービスの新規性などこの事業により

期待される事項、また、進出国・地域の動向との関係を具体的に記入して下さい。 
 

以上 

  

 本助成金で開発する技術や製品の販売先として海外市場を見据えている場合に、

新輸出大国コンソーシアムが設置するコンシェルジュの推薦があるときは、本様

式に従い推薦書を提出してください。 
 本推薦書は、必須の提出物ではありません。 
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（添付資料４） 

 

その他の補助金制度との関係等 

 

１．補助金制度等による受給の有無 

（１）補助金制度等による受給を受けた事業（申請時点で補助金を受け実施中の内容も含む。） 

実施機関の名称 ▲▲省 

制度の名称 平成○○年度××開発補助金 

採択者名称 ◇◇株式会社 

研究者名（エフォー

ト） 
▲▲部 ◎◎◎◎ 主任研究員（５０％）、▽▽▽▽▽研究員（７５％） 

対象期間 平成 年 月 日 ～平成 年 月 日 

テーマ名 ～～の開発 

補助金額 ○○円 

事業の概要 
（目標・成果） 

詳しく、明瞭に記述して下さい。 

本申請との差異 本申請との重複が無いことを明確に判断できるように記入して下さい。 

・ 当該実用化開発の全て若しくは一部及び当該実用化開発に関連した開発で国、ＮＥＤＯ及びその

他の独立行政法人、地方自治体等からの委託（再委託を含む）又は補助金交付を受けたことがある

場合、その概要を記入して下さい。  
・ 複数ある場合は表をコピーして補助金ごとに記入して下さい。 
・ 無い場合には、「無し」と記入して下さい。（「無し」の場合、表は削除して下さい。） 
・ 記入内容としては、実施機関の名称、制度の名称、対象期間、補助金の額、成果（特に実用化した

場合の事業展開）、本申請との差違を記入して下さい。 
・ 記入等の不備により、類似・同一の研究開発で補助金等の受給が判明した場合は、虚偽の申請とし

て審査の打ち切り、交付決定後の場合でも交付決定の取り消し等を行うことがあります。 
・ なお、研究項目が異なっていても、同一製品、サービスの実用化に供する開発については、重複と

みなします。 
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（２）補助金制度等による受給を申請中又は申請予定の事業 
実施機関の名称 ▲▲省 

制度の名称 平成○○年度××開発補助金 

申請者名称 ◇◇株式会社 

研究者名（エフォー

ト） 
▲▲部 ◎◎◎◎ 主任研究員（５０％）、▽▽▽▽▽研究員（７５％） 

対象期間 平成 年 月 日 ～平成 年 月 日 

テーマ名 ～～の開発 

補助金額 ○○円 

事業の概要 
（目標） 

詳しく、明瞭に記述して下さい。 

本申請との差異 本申請との重複が無いことを明確に判断できるように記入して下さい。 

・ 当該実用化開発の全て若しくは一部及び当該実用化開発に関連した開発を、国、ＮＥＤＯ及びその

他の独立行政法人、地方自治体等に現在申請中、あるいは申請を予定している場合、その概要（実

施機関の名称、制度の名称、対象期間、補助金の額、目標、本申請との差違等）を記入して下さい。 
・ 複数ある場合は表をコピーして補助金ごとに記入して下さい。 
・ 無い場合には、「無し」と記入して下さい。（「無し」の場合、表は削除して下さい。） 
・ なお、研究項目が異なっていても、同一製品、サービスの実用化に供する開発については、重複と

みなします。 
 
２．過去にＮＥＤＯ等で実施した事業との関係 
 
本申請が、過去にＮＥＤＯ等で実施した研究開発事業の成果を活用したものであり、本申請の助成事

業を実施することにより、その成果の実用化が加速すると考えられる場合には以下に記入して下さ

い。 
実施機関の名称 NEDO  

制度の名称 平成○○年度××開発補助金 

採択者名称 ◇◇株式会社 

研究者名（エフォー

ト） 
▲▲部 ◎◎◎◎ 主任研究員（５０％）、▽▽▽▽▽研究員（７５％） 

対象期間 平成 年 月 日 ～平成 年 月 日 

テーマ名 ～～の開発 

補助金額 ○○円 

本申請との関係 詳しく、明瞭に記述して下さい。 

・ 複数ある場合は表をコピーして補助金ごとに記入して下さい。 
・ 無い場合には、「無し」と記入して下さい。（「無し」の場合、表は削除して下さい。） 
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３．キーワード 
(1)技術キーワードとして、当該実用化開発（自社が開発しようとしている内容に関連する   

最も重要と思われる技術）の「キーワード」を重要なものから順に記入して下さい。 
＜別添集＞「別添１」から必ず１つは選択し、その該当数字をキーワードの前につけて記入し

て下さい。 
＜別添集＞「別添１」に無いキーワードは、本欄に記入せず、（４）フリーキーワードに記入

して下さい。 
(2)専門学術キーワードとして、本テーマの対象となる専門学術分野（学会名）について、＜別

添集＞「別添２」に記載があるキーワードは、その該当数字をキーワードの前につけて記入、
無いものはキーワードのみ記入して下さい。 

(3)事業化キーワードとして、製品分野･サービス展開上のキーワードを記入して下さい。 
(4)フリーキーワードとして、(1)～(3)以外の語句を記入して下さい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術キーワード（１つ以上必ず記入すること） 

(1)   (2)  (3)  

(4)  (5)  (6)  
（２）専門学術分野キーワード（１つ以上） 

例：106 電子情報通信学会  例：日本光学会 
(↑別添２に記載があるものの記入例)   (別添２に記載が無いものの記入例↑) 

（３）事業化キーワード 

例：ユビキタス社会 例：街頭広告  
 

（４）フリーキーワード 

例：３Ｄ画像技術   
 

４．専門用語の解説 

・申請書に記載された専門用語について、特に必要と思われるものについて、簡単に説明して下さ

い。 

＜重要＞ 

記入されたキーワード（特に（１）技術キーワード）は、申請内容を評価する
外部専門家を、適切な専門分野から選定する際の必須情報として用います。必
ず記入してください！！ 
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（添付資料５） 
利害関係者一覧 

 
整理番号  (ＮＥＤＯにて記入しますので、空欄として下さい) 
 
申請者名                (（様式第１)交付申請書の申請者名称と一致させて下さい) 
 
助成事業の名称             (（様式第１）交付申請書の「１ 助成事業の名称」と一致

させて下さい) 
 
 
 
 
利害関係者 

・ＮＥＤＯ ホームページ 掲載のリストから利害関係のある評価者を検索し、記入して下さい。 
・掲載のリスト以外の配慮が必要な利害関係者も記入して下さい。 
・利害関係のある評価者が該当しない場合は、「無し」を記入して下さい。 
・利害関係者の定義については、＜公募要領＞「４．助成事業の選定について」利害関係者の定

義を参照。 
 

氏名（１）／機関名（１）： 

理由（１）： 
 
 

氏名（２）／機関名（２）： 
理由（２）： 
 
 
氏名（３）／機関名（３）： 
理由（３）： 

 
 
氏名（ｎ）／機関名（ｎ）： 
理由（ｎ）： 
 
 

・理由が不適切な場合には利害関係者とはみなせませんのでご注意下さい。 
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（添付資料６） 
 

実用化開発期間における資金計画 
 
１ 実用化開発期間における資金計画 

申請事業に要する必要な資金について、いつどのように確保するのか手段を記入して下さい。また、

各調達先について、調達の確実性を証明できる書類があれば添付して下さい。 
・証明書の添付は必須ではありません。下記記入欄及び添付された証明書類の内容は、金融機関等と

の連携に関する評価の際の判断材料とさせていただきます。 
 

助成事業に要する
費用（万円）

助成事業に要する費用 についての資金計画

9,000

・自己資金　２０００万円　（残高証明書参照）
・○月○日頃　増資　５０００万円（ＶＣの推薦書添付）
・○月○日頃　○○銀行より融資　２０００万円（融資証明書添付）

 

※（様式第１）交付申請書「３ 助成事業の総費用」及び（添付資料２）「４ 助成事業に要する 

資金及び費用の内訳」の収入欄と同額であることに注意 

 

・助成金の全額が実績払い（後払い）であることを前提として、全額を自社で調達する場合の資金計画

を記入して下さい。 

（例:「助成事業の総費用」9000 万円のうち「助成金交付申請額」が 6000 万円の場合であっても、 

自社で 9000 万円を負担する場合の資金計画を記入） 

・資金計画（必要な経費をいつ、どこ（自社、銀行、ベンチャーキャピタル（ＶＣ）等）から、どのよ

うに調達するか）について、具体的に記入して下さい。 

 

【以下の書類の添付は任意です。】 

・自己資金で賄う費用がある場合には、金融機関が発行する残高証明書を添付して下さい。 

・金融機関等から資金を調達する場合、証明書又は覚書等があれば、下記【具体例】を参考とし、その

写しを添付して下さい。 

 

【具体例】 

 ①金融機関等からの貸付決定を証する書面。  

②ベンチャーキャピタル等との投資契約書（或いは、それに類する書面）。 

 ③金融機関等支店長名による融資証明〔（別紙③）融資証明の様式を参照〕。 

④金融機関等支店長名又はベンチャーキャピタルによる推薦書〔（別紙④）推薦書の様式を参照〕。 

⑤①～④に類する書類（各金融機関が定める様式の証明書や紹介状、支援状況報告書、覚書等） 

 

なお、本証明書類をもってＮＥＤＯが金融機関等に融資・投資等の実行について保証を求めることは

ありません。また、上述の提出資料に関し、必要に応じて、照会又は追加資料の提出を求める場合が

あります。 
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（別紙③） 
 
 

融資証明願 
 

平成  年  月  日 
 
 
＿（金融機関等名）＿＿＿＿＿殿 
 

助成事業申請者住所・氏名 
代表者役職・氏名 

 
 

  今般、課題設定型産業技術開発費助成金（平成２８年度 中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業

（平成２８年度第２次補正予算））の交付申請をするにあたり、国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構に提出するため、私が（金融機関等名）に対し融資申し込みを行ったときは、金        

円也の融資の用意があることを証明願います。 
 
 
 
 
 
 
                                               
 
 
 
 
 
 

融資証明 
 
 
 上記の件に関し、金        円也の融資の用意があることを証明します。 
 
 ※なお、この融資証明により助成事業者への貸付を保証するものではありません 
 
 
 

 平成  年  月  日 
 

金融機関等名・住所 
支店長印 

 
 

 本推薦書は、必須の提出物ではありません。 
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（別紙④） 
 

推薦書 
 

平成  年  月  日 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
理事長 殿 

 
 

金融機関等／ＶＣ等の住所・名称 
金融機関等支店長印／代表者役職・氏名印 

 
 

下記の申請者は、課題設定型産業技術開発費助成金（平成２８年度 中堅・中小企業への橋渡し研究開

発促進事業（平成２８年度第２次補正予算））の助成事業者として適すると認められますので推薦しま

す。 
 
※なお、この推薦書により申請事業者への貸付を保証するものではありません 

 

 
 

記 

 
 

申請事業者名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
  ※特記事項（これまでの支援状況や推薦に際してのコメント等、必要に応じ適宜ご記入下さい） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本推薦書は、必須の提出物ではありません。 
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（添付資料７） 
 
 

事業成果の広報活動について 
 
 
申請者名称                                
 
助成事業の名称                              
 
 
 本事業では、交付規程第 9 条第 1 項二十一号及び第 23 条第 2 項に定める報道機関その

他への成果の公開・発表等については、公募要領に従い、以下のとおりとします。 
 
 ① 本事業の成果、実用化・製品化に係る発表又は公開（取材対応、ニュースリリー

ス、製品発表等）を実施する際は事前に NEDO に報告を行うものとする。特に記

者会見・ニュースリリースについては事前準備等を鑑み原則公開の 3 週間前に報告

を行うものとする。 
 
 ② 報告の方法は、文書によるものの他、電子媒体（電子メール等）による通知を認め

る。その際、NEDO からの受領の連絡をもって履行されたものとする。 
 
 ③ 公開内容について NEDO と事業者は内容を調整・合意のもと、協力して効果的な

情報発信に努めるものとする。 
 
 ④ 前項目に基づき発表又は公開する場合において、特段の理由がある場合を除き、記

載例を参考にしてその内容が NEDO 事業の成果として得られたものであることを

明示する。なお、その場合には、NEDO の了解を得て NEDO のシンボルマークを

使用することができる。 
 
【成果の発表又は公開する場合の記載例】 
「この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の事

業において得られたものです。」 
 
【事業化・製品化等について発表又は公開する場合の記載例】 
「これは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の事業に

おいて得られた成果を（一部）活用しています。」 
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（提出にあたって、本ページは削除して下さい） 
ＣＤ－Ｒ（助成金交付申請書写しの PDF ファイル、情報項目ファイル）の提出について 
 

１． 助成金交付申請書写しの PDF ファイル（ファイル名：『申請事業者名.pdf』） 
助成金交付申請書写しはひとつの PDF ファイル（ファイル名：『申請事業者名.pdf』）に纏

め下さい。 
 

２．情報項目ファイル（『H28_2情報項目ファイル.xls』は、必ず提出して下さい！） 

 

２－１．作成・提出 

公募情報掲載のＷＥＢページよりダウンロードした「H28_2情報項目ファイル.xls」に収めら

れているシートの「申請事業者記入列」に必要事項の記入をお願いいたします。尚、記入にあた

っては、申請書及び「情報項目ファイル（記入例）」を参考にして下さい。「情報項目ファイル

（記入例）」は「H28_2情報項目ファイル.xls」に別シートで収めております。完成したExcelフ

ァイルをＣＤ－Ｒに保存し、申請書類一式と一緒に提出して下さい。なおＣＤ－Ｒには、次に示

す項目名と該当事項を記入したラベルを貼って下さい（直接記入も可）。受付番号は、ＮＥＤＯ

で記入します。 

 

ラベル・イメージ 
受付番号：（記入不要）             Excel ファイルの名称は 
助成事業の名称：×××××の実用化開発      申請者名.xls 
申請者名称：○○○○○○○○○株式会社     として下さい。 

 

２－２．作成に当たってのご注意 
（１）「申請書参照箇所」や「記入に当たっての注意事項」をよく読んでご記入下さい。 
（２）自動処理しますので、セルや行の追加削除は行わないで下さい。入力内容が画面上に全て表

示されていなくても結構です。 
（３）各記入項目には図表を含めないで下さい。 
（４）下記禁止文字は使用しないで下さい。 

 
 －禁止文字－ 

・囲み文字    （文字が○などで囲まれている文字） 
・ローマ数字 （大文字、小文字とも） 
・単位を表す文字 
・半角カタカナ 
    例） 
 
 
 

  

①②③ 

ⅠⅡⅢ、ⅰⅱⅲ 

㍉ ㌔ ㎜ ㎡ 

ｷﾞ ｼﾞ ｭ  ﾂ 
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（提出にあたって、62-64 ページは削除して下さい。） 
 
＜参考＞ 

情報項目ファイル 必要記入事項  
 
（１）受付番号(申請者)：空欄（ＮＥＤＯにて記入） 
（２）助成事業の名称：（様式第１）の１の記入内容を転記 
（３）申請者名：（様式第１）「申請者」の記入内容を転記 
（４）郵便番号：（様式第１）「申請者」の記入内容を転記 
（５）住所：（様式第１）「申請者」の記入内容を転記 
（６）代表者役職：（様式第１）「申請者」の記入内容を転記 
（７）代表者氏名：（様式第１）「申請者」の記入内容を転記 
（８）助成事業の概要：（様式第１）の２の記入内容を転記 
（９）助成事業の総費用（全期間）：（様式第１）の３の記入内容を転記 
（１０）助成事業の総費用（平成２８年度分）：（様式第１）の３の平成２８年度分の記入内容を転記 
（１１）助成事業の総費用（平成２９年度分）：（様式第１）の３の平成２９年度分の記入内容を転記 
（１２）助成対象費用（平成２８年度分）：（添付資料２）「別紙 助成事業経費内訳表」の助成対象費用を転記 
（１３）助成対象費用（平成２９年度分）：（添付資料２）「別紙 助成事業経費内訳表」の助成対象費用を転記 
（１４）助成金交付申請額：（様式第１）の４の記入内容を転記 
（１５）助成金交付申請額（平成２８年度分）：（様式第１）の４の平成２８年度分の記入内容を転記 
（１６）助成金交付申請額（平成２９年度分）：（様式第１）の４の平成２９年度分の記入内容を転記 
（１７）連絡先所属名：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（１８）連絡先担当者役職：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（１９）連絡先担当者氏名：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（２０）連絡先郵便番号：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（２１）連絡先住所：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（２２）連絡先電話番号：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（２３）連絡先ＦＡＸ番号：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（２４）連絡先 E メールアドレス：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（２５）連絡先緊急連絡先：（様式第１）の７の記入内容を転記 
（２６）資本金：（添付資料１）の２（３）の記入内容を転記 
（２７）上位株主：（添付資料１）の２（３）の記入内容を転記 ※上位 5 名まで記入 
（２８）主たる業種：助成事業要旨の記入内容を転記 
（２９）主たる業種の分類項目番号：助成事業要旨の記入内容を転記 
（３０）従業員数：助成事業要旨の記入内容を転記 
（３１）売上高：助成事業要旨の記入内容を転記 
（３２）申請者の区分：助成事業要旨の記入内容を転記 
（３３）該当分野：助成事業要旨のチェックした番号を記入 
（３４）会社決算日：（添付資料１）の２（４）の記入内容を転記 
（３５）実用化開発の実施場所郵便番号：（添付資料１）の３（２）の記入内容を転記 ※主な実施場所のみ記入 
（３６）実用化開発の実施場所住所：（添付資料１）の３（２）の記入内容を転記 ※主な実施場所のみ記入 
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（３７）実用化開発の実施場所名称：（添付資料１）の３（２）の記入内容を転記 ※主な実施場所のみ記入 
（３８）実用化開発の実施場所最寄駅、路線名：（例 川崎 ＪＲ東海道線） ※主な実施場所のみ記入 
（３９）主任研究者所属名：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４０）主任研究者役職：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４１）主任研究者氏名：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４２）主任研究者郵便番号：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４３）主任研究者住所：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４４）主任研究者電話番号：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４５）主任研究者ＦＡＸ番号：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４６）主任研究者 E メールアドレス：（添付資料１）の３（３）の記入内容を転記 
（４７）経理担当者所属名：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（４８）経理担当者役職：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（４９）経理担当者氏名：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（５０）経理担当者郵便番号：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（５１）経理担当者住所：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（５２）経理担当者電話番号：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（５３）経理担当者ＦＡＸ番号：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（５４）経理担当者 E メールアドレス：（添付資料１）の３（５）の記入内容を転記 
（５５）橋渡し研究機関①（確認番号)：（添付資料１）の３（６）の記入内容を転記 ※同時申請はその旨記載 
（５６）橋渡し研究機関①（共同研究先) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（５７）橋渡し研究機関①（共同研究者所属) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（５８）橋渡し研究機関①（共同研究者役職) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（５９）橋渡し研究機関①（共同研究者氏名) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６０）橋渡し研究機関①（共同研究者電話番号) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６１）橋渡し研究機関①（共同研究者Ｅメールアドレス) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６２）橋渡し研究機関②（確認番号) ：（添付資料１）の３（６）の記入内容を転記 ※同時申請はその旨記載 
（６３）橋渡し研究機関②（共同研究先) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６４）橋渡し研究機関②（共同研究者所属) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６５）橋渡し研究機関②（共同研究者役職) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６６）橋渡し研究機関②（共同研究者氏名) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６７）橋渡し研究機関②（共同研究者電話番号) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６８）橋渡し研究機関②（共同研究者Ｅメールアドレス) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（６９）橋渡し研究機関③（確認番号) ：（添付資料１）の３（６）の記入内容を転記 ※同時申請はその旨記載 
（７０）橋渡し研究機関③（共同研究先) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（７１）橋渡し研究機関③（共同研究者所属) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（７２）橋渡し研究機関③（共同研究者役職) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（７３）橋渡し研究機関③（共同研究者氏名) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（７４）橋渡し研究機関③（共同研究者電話番号) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（７５）橋渡し研究機関③（共同研究者Ｅメールアドレス) ：（添付資料１）の３（７）の記入内容を転記 
（７６）市場規模：（添付資料３）の３（１）で記入した５年目の市場規模を転記 
（７７）ユーザ（販売先）候補からの推薦書：（添付資料３）（別紙①）の推薦企業名を記入 
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（７８）ＪＥＴＲＯからの推薦書：（添付資料３）（別紙②）の推薦の有無を記入 
（７９）補助金制度で交付金受給を受けた、又は現在受けている事業の件数： 

（添付資料４）の１（１）の記載件数を記入 
（８０）補助金制度で交付金受給を受けた、又は現在受けている事業： 
    （添付資料４）の１（１）の記載内容を記入 

（実施機関の名称／制度の名称／対象期間／テーマ名／補助金額） 
（８１）補助金制度で申請中又は申請予定の事業： 
    （添付資料４）の１（２）の記載内容を記入 

（実施機関の名称／制度の名称／対象期間／テーマ名／補助金額） 
（８２）過去にＮＥＤＯ等で実施した事業との関係： 
    （添付資料４）の２の記載内容を記入 

（実施機関の名称／制度の名称／対象期間／テーマ名／補助金額） 
（８３）技術キーワード：（添付資料４）の３（１）の記入内容を転記 
（８４）専門学術キーワード：（添付資料４）の３（２）の記入内容を転記 
（８５）事業化キーワード：（添付資料４）の３（３）の記入内容を転記 
（８６）フリーキーワード：（添付資料４）の３（４）の記入内容を転記 
（８７）利害関係のある評価者：（添付資料５）の記入内容を転記 
（８８）金融機関等支店長名による融資証明： 

（添付資料６）（別紙③）の金融機関等名、支店長等役職、支店長等名を記載 
（８９）金融機関等支店長名又はベンチャーキャピタルによる推薦書： 

（添付資料６）（別紙④）の金融機関又はＶＣ名、支店長等役職、支店長等名を記載を記入 
（９０）所属機関の所属研究機関コード（e-Rad）：10 桁の算用数字で記入 
（９１） 主任研究者の研究者番号（e-Rad）：８桁の算用数字で記入 
注：実用化開発の実施場所が複数にわたる場合は、主となる研究実施場所を(３５)-(３８)に記入して下さい。 
注：共同研究先の橋渡し研究機関が複数にわたる場合は、１者目の共同研究先を(５５)-(６１)に記入して下さい。

また、２者目の共同研究先を(６２)-(６８)、３者目の共同研究先を(６９)-(７５)に記入して下さい。共同研究

先が４者以上の場合は、お問い合わせ下さい。 
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受付者サイン 

受付者サイン 
 

申請時提出書類の確認（チェックリスト） 
 

１．助成金交付申請書(正)       □ １部 
□1)交付申請書 (様式第１) 
□2)助成事業要旨  
□3)助成事業内容等説明書 (添付資料１) 
□4)助成事業実施計画書 (添付資料２) 
□5)企業化計画書 (添付資料３) 
□6)その他の助成金制度との関係等 (添付資料４) 
□7)利害関係のある評価者                   (添付資料５) 
□8)実用化開発期間における資金計画 (添付資料６) 
□9)事業成果の広報活動について                (添付資料７)  
□10)e-Rad 応募内容提案書                                    (添付資料８) 
□11)会社案内 (添付資料９－１) 
□12)貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計算書等の (添付資料９－２) 

直近２年分の経営状況を示す書類 
  

２．助成金交付申請書の写し(添付資料５、６、７、８を含まず) □ ２０部 
□1)交付申請書 (様式第１) 
□2)助成事業要旨  
□3)助成事業内容等説明書 (添付資料１) 
□4)助成事業実施計画書 (添付資料２) 
□5)企業化計画書 (添付資料３) 
□6)その他の助成金制度との関係等 (添付資料４) 
□7)会社案内 (添付資料９－１) 
□8)貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計算書等の (添付資料９－２) 

直近２年分の経営状況を示す書類 
  

３．CD-R □ １枚 
   □助成金交付申請書写しの PDF ファイル（ファイル名：『申請事業者名.pdf』） 

□「H28_2 情報項目ファイル.xls」に必要事項を記入したもの 
   □ラベル添付の確認（助成事業の名称、事業者名称） 
 
４．返信用封筒 □ １枚 

□返信用封筒 （８２円切手を貼付）                             
 

「橋渡し研究開発促進事業」申請書受理確認書    申請書発送日：平成○○年○○月○○日  

受付番号(NEDO 記入)：             
申請者名称：○○○○○○○○○株式会社   
助成事業の名称：（様式第１）交付申請書の「１ 助成事業の名称」を記入して下さい。 

連絡先：（様式第１）交付申請書の「７ 連絡先」の担当者氏名及び電話番号を 

記入して下さい。 
「橋渡し研究開発促進事業」申請書受理確認書 
 
申請者名称：○○○○○○○○○株式会社 
助成事業の名称：（様式第１）交付申請書の「１ 助成事業の名称」を記入して下さい。 
申請書発送日：平成○○年○○月○○日 
受付番号(NEDO 記入)：             

・提出書類に不足がないか、上記リストにて申請者自らチェックして下さい。 
チェックしたら□欄にレ点を記入して下さい。 

・本紙はＡ４サイズ１枚に収まるようにして下さい。 
・ステープラー等で綴じたり、製本等を行わないで下さい。 


